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�愛媛県条例第６号
地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例を次のように公布する。

令和元年１０月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

（職員の分限に関する条例の一部改正）

第１条 職員の分限に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第４３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職員の懲戒に関する条例の一部改正）

第２条 職員の懲戒に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第４４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

（休職の効果）

第３条 法第２８条第２項第１号の規定に該当する場合における休職

の期間は、３年を超えない範囲内において、休養を要する程度に

応じ、個々の場合について、任命権者が定める。

２・３ 省略

４ 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する第１

項の規定の適用については、同項中「３年を超えない範囲内」と

あるのは、「法第２２条の２第２項の規定に基づき任命権者が定め

る任期の範囲内」とする。

（休職の効果）

第３条 法第２８条第２項第１号の規定に該当する場合における休職

の期間は、３年をこえない範囲内において、休養を要する程度に

応じ、個々の場合について、任命権者が定める。

２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

（減給の効果）

第４条 減給は、１日以上６月以下給料の月額（法第２２条の２第１

項第１号に掲げる職員については、会計年度任用職員の給与等に

関する条例（令和元年愛媛県条例第７号）第２条第２項の基本報

酬の額）の１０分の１以下を減ずるものとする。

（減給の効果）

第４条 減給は、１日以上６月以下給料の月額

の１０分の１以下を減ずるものとする。
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（職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例の一部改正）

第３条 職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職員の給与に関する条例の一部改正）

第４条 職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（教育職員の給与に関する条例の一部改正）

第５条 教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（休日の代休日）

第２条の２ 任命権者（市町村立学校職員給与負担法第１条に規定

する学校栄養職員及び事務職員にあつては、その者の属する市町

教育委員会とする。第１６条を除き、以下同じ。）は、休日である

第１１条第３項又は第４項の規定により勤務時間が割り振られた日

（以下「勤務日等」という。）に割り振られた勤務時間の全部

（以下「休日の全勤務時間」という。）について特に勤務するこ

とを命じた場合には、人事委員会規則の定めるところにより、当

該休日前に、当該休日に代わる日（以下「代休日」という。）と

して、当該休日後の勤務日等（第１０条の２第１項の規定により超

勤代休時間が指定された勤務日等及び休日を除く。）を指定する

ことができる。

２ 省略

（会計年度任用職員及び臨時の職員の休日、休暇、勤務時間等）

第１６条 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職

員の休日、休暇、勤務時間等については、第２条から第１３条まで

の規定にかかわらず、その職務の性質等を考慮して、人事委員会

規則の定める基準に従い、任命権者が定める。

２ 臨時の職員のうち、この条例の規定を適用させることが適当で

ないものの休日、休暇、勤務時間等については、この条例の規定

にかかわらず、別に任命権者が定める。

（休日の代休日）

第２条の２ 任命権者

は、休日である

第１１条第３項又は第４項の規定により勤務時間が割り振られた日

（以下「勤務日等」という。）に割り振られた勤務時間の全部

（以下「休日の全勤務時間」という。）について特に勤務するこ

とを命じた場合には、人事委員会規則の定めるところにより、当

該休日前に、当該休日に代わる日（以下「代休日」という。）と

して、当該休日後の勤務日等（第１０条の２第１項の規定により超

勤代休時間が指定された勤務日等及び休日を除く。）を指定する

ことができる。

２ 省略

（非常勤職員の勤務時間）

第１６条 非常勤職員（再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務

職員を除く。）の勤務時間は、人事委員会の定める基準に従い任

命権者が定める。

改 正 後 改 正 前

（給与の特例）

第２０条 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職

員の給与については、この条例の規定にかかわらず、常勤の職員

との権衡、その職務の特殊性等を考慮し、別に条例で定める。

２ 臨時の職員のうち、この条例の規定を適用することが適当

でないものの給与については、この条例の規定にかかわらず、予

算の範囲内において、別に任命権者が定める。

（給与の特例）

第２０条 臨時又は非常勤の職員（短時間勤務職員を除く。）

の給与については、この条例の規定にかかわらず、予

算の範囲内において、別に任命権者が定める。

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例において「教育職員」とは、公立学校の校長、教

頭、主幹教諭、教諭、助教諭、養護教諭、栄養教諭、講師

、養護助教諭、実習助手及び寄宿舎指導員のう

ち、愛媛県においてその給与を支給している者をいう。

（給料表）

第４条 省略

（定義）

第２条 この条例において「教育職員」とは、公立学校の校長、教

頭、主幹教諭、教諭、助教諭、養護教諭、栄養教諭、講師（常時

勤務の者及び第７条の２第２項に規定する短時間勤務教育職員で

ある者に限る。）、養護助教諭、実習助手及び寄宿舎指導員のう

ち、愛媛県においてその給与を支給している者をいう。

（給料表）

第４条 省略
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（教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例の一部改正）

第６条 教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

２ 前項の給料表（以下「給料表」という。）は、第１９条の６及び

附則第３項に規定する教育職員以外の全ての教育職員に適用する

ものとする。

３ 教育職員の職務は、これを給料表

に定める職務の級に分類するものとし、その分類の基準と

なるべき職務の内容は、別表第３及び別表第４の等級別基準職務

表に定めるとおりとし、これらに掲げる職務とその複雑、困難及

び責任の度が同程度のものとして人事委員会規則で定める職務

は、それぞれの職務の級に分類されるものとする。

４ 省略

（級別定数、級別資格及び昇格の基準）

第６条 人事委員会は、県の組織に関する法令、条例、規則及び県

の機関の定める規程の趣旨に従い、並びに第４条第３項の規定に

基づく分類の基準に適合するように、かつ、予算の範囲内で職務

の級の定数を設定し、又は改定することができる。

２～５ 省略

第１９条の５ 省略

（給与の特例）

第１９条の６ 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任

用職員である教育職員の給与については、この条例の規定にかか

わらず、常勤の教育職員との権衡、その職務の特殊性等を考慮

し、別に条例で定める。

２ 臨時の教育職員のうち、この条例の規定を適用することが適当

でないものの給与については、この条例の規定にかかわらず、予

算の範囲内において、別に任命権者が定める。

２ 教育職員の職務は、これを前項の給料表（以下「給料表」とい

う。）に定める職務の級に分類するものとし、その分類の基準と

なるべき職務の内容は、別表第３及び別表第４の等級別基準職務

表に定めるとおりとし、これらに掲げる職務とその複雑、困難及

び責任の度が同程度のものとして人事委員会規則で定める職務

は、それぞれの職務の級に分類されるものとする。

３ 省略

（級別定数、級別資格及び昇格の基準）

第６条 人事委員会は、県の組織に関する法令、条例、規則及び県

の機関の定める規程の趣旨に従い、並びに第４条第２項の規定に

基づく分類の基準に適合するように、かつ、予算の範囲内で職務

の級の定数を設定し、又は改定することができる。

２～５ 省略

第１９条の５ 省略

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例で「教育職員」とは、公立学校の校長、教頭、主

幹教諭、教諭、助教諭、講師

、養護教諭、養護助教諭、栄養教諭、実

習助手及び寄宿舎指導員のうち、愛媛県においてその給与を支給

している者をいう。

（休日の代休日）

第３条の２ 任命権者（市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法

律第１３５号）第１条に規定する教育職員にあつては、その者の属

する市町教育委員会とする。第１４条を除き、以下同じ。）は、休

日である第１１条第２項又は第３項の規定により勤務時間が割り振

られた日（以下「勤務日等」という。）に割り振られた勤務時間

の全部（以下「休日の全勤務時間」という。）について特に勤務

することを命じた場合には、人事委員会規則の定めるところによ

り、当該休日前に、当該休日に代わる日（以下「代休日」とい

う。）として、当該休日後の勤務日等（休日を除く。）を指定す

ることができる。

２ 省略

（休暇）

第４条 省略

２ 有給休暇とは、第６条から第１０条までに規定する有給休暇及び

（定義）

第２条 この条例で「教育職員」とは、公立学校の校長、教頭、主

幹教諭、教諭、助教諭、講師（常時勤務の者並びに第６条第１項

に規定する再任用短時間勤務教育職員及び任期付短時間勤務教育

職員である者に限る。）、養護教諭、養護助教諭、栄養教諭、実

習助手及び寄宿舎指導員

をいう。

（休日の代休日）

第３条の２ 任命権者

は、休

日である第１１条第２項又は第３項の規定により勤務時間が割り振

られた日（以下「勤務日等」という。）に割り振られた勤務時間

の全部（以下「休日の全勤務時間」という。）について特に勤務

することを命じた場合には、人事委員会規則の定めるところによ

り、当該休日前に、当該休日に代わる日（以下「代休日」とい

う。）として、当該休日後の勤務日等（休日を除く。）を指定す

ることができる。

２ 省略

（休暇）

第４条 省略

２ 有給休暇とは、第６条から第１０条までに規定する有給休暇及び
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（技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）

第７条 技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２７年愛媛県条例第５０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職員の旅費に関する条例の一部改正）

第８条 職員の旅費に関する条例（昭和２８年愛媛県条例第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県職員退職手当条例の一部改正）

第９条 愛媛県職員退職手当条例（昭和２９年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

教育職員が任命権者

の許可を得て正規の勤

務時間中に給料の支給を受けて勤務しない期間をいう。

３～５ 省略

第１３条 省略

（会計年度任用職員である教育職員及び臨時の教育職員の休日、

休暇、勤務時間等）

第１４条 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職

員である教育職員の休日、休暇、勤務時間等については、第２条

から前条までの規定にかかわらず、その職務の性質等を考慮し

て、人事委員会規則の定める基準に従い、任命権者が定める。

２ 臨時の教育職員のうち、この条例の規定を適用させることが適

当でないものの休日、休暇、勤務時間等については、この条例の

規定にかかわらず、別に任命権者が定める。

第１５条及び第１６条 削除

教育職員が任命権者（市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法

律第１３５号）第１条に規定する教育職員にあつては、その者の属

する市町教育委員会とする。以下同じ。）の許可を得て正規の勤

務時間中に給料の支給を受けて勤務しない期間をいう。

３～５ 省略

第１３条 省略

第１４条から第１６条まで 削除

改 正 後 改 正 前

（給与の特例）

第１６条 技能労務職員で地方公務員法第２２条の２第１項に規定する

会計年度任用職員であるものについては、職員の給与との権衡を

考慮して給与を支給する。

２ 臨時の技能労務職員のうち、この条例の規定を適用することが

適当でないものの給与については、この条例の規定にかかわら

ず、予算の範囲内において、別に任命権者が定める。

（非常勤職員の給与）

第１６条 技能労務職員で職員以外の

ものについては、職員の給与との権衡を

考慮して給与を支給する。

改 正 後 改 正 前

（目的）

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下

「法」という。）第２４条第５項及び地方教育行政の組織及び運営

に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４２条の規定に基づき、

公務のため旅行する職員（法第２２条の２第１項第１号に掲げる職

員を除く。以下「職員」という。）に対し支給する旅費に関し必

要な事項を定め、公務の円滑な運営に資するとともに、県費の適

切な支出を図ることを目的とする。

（目的）

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下

「法」という。）第２４条第５項及び地方教育行政の組織及び運営

に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４２条の規定に基づき、

公務のため旅行する職員（

以下「職員」という。）に対し支給する旅費に関し必

要な事項を定め、公務の円滑な運営に資するとともに、県費の適

切な支出を図ることを目的とする。

改 正 後 改 正 前

（退職手当の支給）

第２条 省略

２ 職員以外の者（法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第

２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された者を除

（退職手当の支給）

第２条 省略

２ 職員以外の者（法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第

２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された者を除
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く。）のうち、職員について定められている勤務時間以上勤務し

た日（法令又は条例若しくはこれに基づく人事委員会規則によ

り、勤務を要しないこととされ、又は休暇を与えられた日を含

む。）が１８日以上ある月が引き続いて１２月を超えるに至つたもの

で、その超えるに至つた日以後引き続き当該勤務時間により勤務

することとされているものは、職員とみなして、この条例（第４

条中１１年以上２５年未満の期間勤続した者の通勤による負傷又は病

気（以下「傷病」という。）による退職及び死亡による退職に係

る部分以外の部分並びに第５条中公務上の傷病又は死亡による退

職に係る部分並びに２５年以上勤続した者の通勤による傷病による

退職及び死亡による退職に係る部分以外の部分を除く。）の規定

を適用する。ただし、法第２２条の２第１項第１号に掲げる者につ

いては、この限りでない。

（一般の退職手当の額に係る特例）

第６条の５ 省略

２ 前項の「基本給月額」とは、職員の給与に関する条例（昭和２６

年愛媛県条例第５７号）の規定、 教育職員の給与に関する条例

（昭和２７年愛媛県条例第３０号）の規定又は会計年度任用職員の給

与等に関する条例（令和元年愛媛県条例第７号）の規定により給

与が給料、扶養手当及び地域手当に区分して支給される職員につ

いては、これらの月額の合計額とし、その他の職員については、

この基本給月額に準じて人事委員会規則で定める額とする。

（勤続期間の計算の特例）

第７条の２ 次の各号に掲げる者に対する退職手当の算定の基礎と

なる勤続期間の計算については、当該各号に掲げる期間は、前条

第１項に規定する職員としての引き続いた在職期間とみなす。

� 第２条第２項本文に規定する者 その者の同項に規定する勤

務した月が引き続いて１２月を超えるに至るまでのその引き続い

て勤務した期間

� 第２条第２項本文に規定する者以外の常時勤務に服すること

を要しない者のうち同項に規定する勤務した月が引き続いて１２

月を超えるに至るまでの間に引き続いて職員となり、通算して

１２月を超える期間勤務したもの その職員となる前の引き続い

て勤務した期間

第７条の３ 第７条第５項に規定する職員以外の地方公務員等とし

ての引き続いた在職期間には、第２条第２項本文に規定する者に

相当する職員以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間を

含むものとする。

２ 省略

附 則

３９ 省略

４０ 第２条第２項本文に規定する者以外の常時勤務に服することを

要しない者の同項に規定する勤務した月が引き続いて６月を超え

るに至つた場合には、当分の間、その者を同項本文の職員とみな

して、この条例の規定を適用する。この場合において、その者に

対する第３条から第５条までの規定による退職手当の額は、これ

らの規定により計算した退職手当の額の１００分の５０に相当する金

額とする。

４１ 前項の規定の適用を受ける者（引き続き同項に規定する者であ

るものとした場合に、同項の規定の適用を受けることができた者

を含む。）に対する第７条の２の規定の適用については、同条中

「１２月」とあるのは、「６月」とする。

く。）のうち、職員について定められている勤務時間以上勤務し

た日（法令又は条例若しくはこれに基づく人事委員会規則によ

り、勤務を要しないこととされ、又は休暇を与えられた日を含

む。）が１８日以上ある月が引き続いて１２月を超えるに至つたもの

で、その超えるに至つた日以後引き続き当該勤務時間により勤務

することとされているものは、職員とみなして、この条例（第４

条中１１年以上２５年未満の期間勤続した者の通勤による負傷又は病

気（以下「傷病」という。）による退職及び死亡による退職に係

る部分以外の部分並びに第５条中公務上の傷病又は死亡による退

職に係る部分並びに２５年以上勤続した者の通勤による傷病による

退職及び死亡による退職に係る部分以外の部分を除く。）の規定

を適用する。

（一般の退職手当の額に係る特例）

第６条の５ 省略

２ 前項の「基本給月額」とは、職員の給与に関する条例（昭和２６

年愛媛県条例第５７号）の規定又は教育職員の給与に関する条例

（昭和２７年愛媛県条例第３０号）の規定

により給

与が給料、扶養手当及び地域手当に区分して支給される職員につ

いては、これらの月額の合計額とし、その他の職員については、

この基本給月額に準じて人事委員会規則で定める額とする。

（勤続期間の計算の特例）

第７条の２ 次の各号に掲げる者に対する退職手当の算定の基礎と

なる勤続期間の計算については、当該各号に掲げる期間は、前条

第１項に規定する職員としての引き続いた在職期間とみなす。

� 第２条第２項 に規定する者 その者の同項に規定する勤

務した月が引き続いて１２月をこえるに至るまでのその引き続い

て勤務した期間

� 第２条第２項 に規定する者以外の常時勤務に服すること

を要しない者のうち同項に規定する勤務した月が引き続いて１２

月をこえるに至るまでの間に引き続いて職員となり、通算して

１２月をこえる期間勤務したもの その職員となる前の引き続い

て勤務した期間

第７条の３ 第７条第５項に規定する職員以外の地方公務員等とし

ての引き続いた在職期間には、第２条第２項 に規定する者に

相当する職員以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間を

含むものとする。

２ 省略

附 則

３９ 省略
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（農業、水産又は工業に係る産業教育に従事する県立の高等学校の教員及び実習助手に対する産業教育手当の支給に関する条例の一部改

正）

第１０条 農業、水産又は工業に係る産業教育に従事する県立の高等学校の教員及び実習助手に対する産業教育手当の支給に関する条例（昭

和３３年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

第１１条 愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年愛媛県条例第３８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の一部改正）

第１２条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（昭和６３年愛媛県条例第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例において「教員」とは、教頭、教諭、助教諭又は

県費負担の講師（常時勤務の者並びに地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占め

る者及び同法第２２条の２第１項第２号に掲げる者に限る。）をい

う。

（支給方法）

第６条 産業教育手当は、給料の支給方法に準じて支給する。ただ

し、給料が教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第

３０号）第９条により職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条

例第５７号）第６条の規定を適用して算出されている場合又は会計

年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年愛媛県条例第７

号）第２１条の規定により算出されている場合には、その給料の額

に第３条に規定する割合を乗じて得た額とする。

第７条 産業教育手当は、月の１日から末日までの間において引き

続き１６日以上次の各号の一に該当する場合は支給しない。

�・� 省略

� 勤務しなかつた場合（地方公務員法第２２条の２第１項第２号

に掲げる者以外の教員について、教育職員の給与に関する条例

第２０条第１項の場合及び公務上負傷し、若しくは疾病にかか

り、又は通勤（地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１

号）第２条第２項及び第３項に規定する通勤をいう。）により

負傷し、若しくは疾病にかかり、同条例第１３条の規定に基づい

て勤務しないことにつき特に承認のあつた場合を除く。）

（定義）

第２条 この条例において「教員」とは 、教諭、助教諭又は

県費負担の講師（常時勤務の者及び 地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占め

る者 に限る。）をい

う。

（支給方法）

第６条 産業教育手当は、給料の支給方法に準じて支給する。ただ

し、給料が教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第

３０号）第９条により職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条

例第５７号）第６条の規定を適用して算出されている場合

には、その給料の額

に第３条に規定する割合を乗じて得た額とする。

第７条 産業教育手当は、月の１日から末日までの間において引き

続き１６日以上次の各号の一に該当する場合は支給しない。

�・� 省略

� 勤務しなかつた場合（

教育職員の給与に関する条例

第２０条第１項の場合及び公務上負傷し、若しくは疾病にかか

り、又は通勤（地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１

号）第２条第２項及び第３項に規定する通勤をいう。）により

負傷し、若しくは疾病にかかり、同条例第１３条の規定に基づい

て勤務しないことにつき特に承認のあつた場合を除く。）

改 正 後 改 正 前

（給与の特例）

第２０条 企業職員で地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計

年度任用職員であるものについては、職員の給与との権衡を考慮

し、予算の範囲内で給与を支給する。

２ 臨時の企業職員のうち、この条例の規定を適用することが適当

でないものの給与については、この条例の規定にかかわらず、予

算の範囲内において、別に管理者が定める。

（非常勤職員の給料）

第２０条 企業職員で職員以外の

ものについては、職員の給与との権衡を考慮

し、予算の範囲内で給与を支給する。

改 正 後 改 正 前

（職員の派遣）

第２条 省略

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職

（職員の派遣）

第２条 省略

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職
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（職員の育児休業等に関する条例の一部改正）

第１３条 職員の育児休業等に関する条例（平成４年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

員とする。

�・� 省略

� 地方公務員法第２２条 の規定による条件付採用期間中の

職員（人事委員会規則で定める職員を除く。）

�・� 省略

員とする。

�・� 省略

� 地方公務員法第２２条第１項の規定による条件付採用期間中の

職員（人事委員会規則で定める職員を除く。）

�・� 省略

改 正 後 改 正 前

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日）

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に

掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。

� 省略

� 非常勤職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。以下同じ。）が当該非常勤職員の養育

する子の１歳到達日以前のいずれかの日において当該子を養育

するために育児休業法その他の法律の規定による育児休業（以

下「県等育児休業」という。）をしている場合において当該非

常勤職員が当該子について育児休業をしようとする場合（当該

育児休業の期間の初日とされた日が当該子の１歳到達日の翌日

後である場合又は当該県等育児休業の期間の初日前である場合

を除く。） 当該子が１歳２箇月に達する日（当該日が当該育

児休業の期間の初日とされた日から起算して育児休業等可能日

数（当該子の出生の日から当該子の１歳到達日までの日数をい

う。）から育児休業等取得日数（当該子の出生の日以後当該非

常勤職員が労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第６５条第１項又

は第２項の規定

により勤

務しなかった日数と当該子について育児休業をした日数を合算

した日数をいう。）を差し引いた日数を経過する日より後の日

であるときは、当該経過する日）

� 省略

（育児休業をしている職員の期末手当等の支給）

第９条 職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号。以

下「職員給与条例」という。）第１９条第１項、 教育職員の給与

に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号。以下「教育職員給与

条例」という。）第１９条第１項又は会計年度任用職員の給与等に

関する条例（令和元年愛媛県条例第７号）第１２条第１項に規定す

るそれぞれの基準日に育児休業をしている職員のうち、基準日以

前６箇月以内の期間において勤務した期間（人事委員会規則で定

めるこれに相当する期間を含む。）がある職員には、当該基準日

に係る期末手当を支給する。

２ 職員給与条例第１９条の４第１項又は教育職員給与条例第１９条の

４第１項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員

（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に規

定する会計年度任用職員を除く。）のうち、基準日以前６箇月以

内の期間において勤務した期間がある職員には、当該基準日に係

る勤勉手当を支給する。

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整）

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日）

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に

掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。

� 省略

� 非常勤職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。以下同じ。）が当該非常勤職員の養育

する子の１歳到達日以前のいずれかの日において当該子を養育

するために育児休業法その他の法律の規定による育児休業（以

下「県等育児休業」という。）をしている場合において当該非

常勤職員が当該子について育児休業をしようとする場合（当該

育児休業の期間の初日とされた日が当該子の１歳到達日の翌日

後である場合又は当該県等育児休業の期間の初日前である場合

を除く。） 当該子が１歳２箇月に達する日（当該日が当該育

児休業の期間の初日とされた日から起算して育児休業等可能日

数（当該子の出生の日から当該子の１歳到達日までの日数をい

う。）から育児休業等取得日数（当該子の出生の日以後当該非

常勤職員が職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例

（昭和２６年愛媛県条例第５６号。以下「職員勤務時間等条例」と

いう。）第８条又は教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に

関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３１号。以下「教育職員勤務

時間等条例」という。）第９条の規定による有給休暇により勤

務しなかった日数と当該子について育児休業をした日数を合算

した日数をいう。）を差し引いた日数を経過する日より後の日

であるときは、当該経過する日）

� 省略

（育児休業をしている職員の期末手当等の支給）

第９条 職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号。以

下「職員給与条例」という。）第１９条第１項又は教育職員の給与

に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号。以下「教育職員給与

条例」という。）第１９条第１項

に規定す

るそれぞれの基準日に育児休業をしている職員のうち、基準日以

前６箇月以内の期間において勤務した期間（人事委員会規則で定

めるこれに相当する期間を含む。）がある職員には、当該基準日

に係る期末手当を支給する。

２ 職員給与条例第１９条の４第１項又は教育職員給与条例第１９条の

４第１項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員

のうち、基準日以前６箇月以

内の期間において勤務した期間がある職員には、当該基準日に係

る勤勉手当を支給する。

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整）
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第１０条 育児休業をした職員（地方公務員法第２２条の２第１項に規

定する会計年度任用職員、地方公営企業等の労働関係に関する法

律（昭和２７年法律第２８９号）第３条第４号の職員（以下「企業職

員」という。）及び技能労務職員の給与の種類及び基準を定める

条例（昭和２７年愛媛県条例第５０号）第１条の技能労務職員（以下

「技能労務職員」という。）を除く。

）が職務に復帰した場合において、部内の他の職員と

の均衡上必要があると認められるときは、その育児休業の期間を

１００分の１００以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務

したものとみなして、その職務に復帰した日及びその日後におけ

る最初の昇給日（職員給与条例第４条第５項又は教育職員給与条

例第７条第１項に規定する人事委員会規則で定める日をいう。）

又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてその者の号給を調

整することができる。

（育児休業法第１０条第１項第５号の条例で定める勤務の形態）

第１４条 育児休業法第１０条第１項第５号の条例で定める勤務の形態

は、職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年

愛媛県条例第５６号。以下「職員勤務時間等条例」という。）第１１

条第３項ただし書又は教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に

関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３１号。以下「教育職員勤務時

間等条例」という。）第１１条第２項ただし書の規定の適用を受け

る職員については、職員勤務時間等条例第１１条第３項ただし書又

は教育職員勤務時間等条例第１１条第２項ただし書の人事委員会規

則で定める期間につき１週間当たり１日以上の割合の日を週休日

（職員勤務時間等条例第２条第１項又は教育職員勤務時間等条例

第３条第１項に規定する週休日をいう。）とし、当該期間につき

１週間当たりの勤務時間が１９時間２５分、１９時間３５分、２３時間１５分

又は２４時間３５分となるように勤務する形態（育児休業法第１０条第

１項第１号から第４号までに掲げる勤務の形態を除き、勤務日

（職員勤務時間等条例第１１条第４項又は教育職員勤務時間等条例

第１１条第３項に規定する勤務日をいう。）が引き続き人事委員会

規則で定める日数を超えず、かつ、１回の勤務が人事委員会規則

で定める時間を超えないものに限る。）とする。

（部分休業を請求することができない職員）

第２２条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員（企業職員及び技能労務職員を除く。以下この条から第２４

条までにおいて同じ。）とする。

� 省略

� 次のいずれにも該当する非常勤職員以外の非常勤職員（地方

公務員法 第２８条の５第１項に規定す

る短時間勤務の職を占める職員を除く。）

ア・イ 省略

（部分休業の承認）

第２３条 省略

２ 省略

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につき、

当該非常勤職員について１日につき定められた勤務時間から５時

間４５分を減じた時間を超えない範囲内で（当該非常勤職員が子の

保育のために無給休暇

の許可を与えられている場合にあっては、当該時間を超えな

い範囲内で、かつ、２時間から当該無給休暇として与えられてい

る時間を減じた時間を超えない範囲内で）行うものとする。

第１０条 育児休業をした職員（

地方公営企業等の労働関係に関する法

律（昭和２７年法律第２８９号）第３条第４号の職員（以下「企業職

員」という。）及び技能労務職員の給与の種類及び基準を定める

条例（昭和２７年愛媛県条例第５０号）第１条の技能労務職員（以下

「技能労務職員」という。）を除く。第２２条から第２４条までにお

いて同じ。）が職務に復帰した場合において、部内の他の職員と

の均衡上必要があると認められるときは、その育児休業の期間を

１００分の１００以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務

したものとみなして、その職務に復帰した日及びその日後におけ

る最初の昇給日（職員給与条例第４条第５項又は教育職員給与条

例第７条第１項に規定する人事委員会規則で定める日をいう。）

又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてその者の号給を調

整することができる。

（育児休業法第１０条第１項第５号の条例で定める勤務の形態）

第１４条 育児休業法第１０条第１項第５号の条例で定める勤務の形態

は、職員勤務時間等条例

第１１

条第３項ただし書又は教育職員勤務時間等条例

第１１条第２項ただし書の規定の適用を受け

る職員については、職員勤務時間等条例第１１条第３項ただし書又

は教育職員勤務時間等条例第１１条第２項ただし書の人事委員会規

則で定める期間につき１週間当たり１日以上の割合の日を週休日

（職員勤務時間等条例第２条第１項又は教育職員勤務時間等条例

第３条第１項に規定する週休日をいう。）とし、当該期間につき

１週間当たりの勤務時間が１９時間２５分、１９時間３５分、２３時間１５分

又は２４時間３５分となるように勤務する形態（育児休業法第１０条第

１項第１号から第４号までに掲げる勤務の形態を除き、勤務日

（職員勤務時間等条例第１１条第４項又は教育職員勤務時間等条例

第１１条第３項に規定する勤務日をいう。）が引き続き人事委員会

規則で定める日数を超えず、かつ、１回の勤務が人事委員会規則

で定める時間を超えないものに限る。）とする。

（部分休業を請求することができない職員）

第２２条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員

とする。

� 省略

� 次のいずれにも該当する非常勤職員以外の非常勤職員（地方

公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の５第１項に規定す

る短時間勤務の職を占める職員を除く。）

ア・イ 省略

（部分休業の承認）

第２３条 省略

２ 省略

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につき、

当該非常勤職員について１日につき定められた勤務時間から５時

間４５分を減じた時間を超えない範囲内で（当該非常勤職員が子の

保育のために職員勤務時間等条例第３条第２項の規定による有給

休暇の許可を与えられている場合にあっては、当該時間を超えな

い範囲内で、かつ、２時間から当該有給休暇として与えられてい

る時間を減じた時間を超えない範囲内で）行うものとする。
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（公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正）

第１４条 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１３年愛媛県条例第４７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正）

第１５条 愛媛県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年愛媛県条例第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職員の配偶者同行休業に関する条例の一部改正）

第１６条 職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年愛媛県条例第３５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職員の退職管理に関する条例の一部改正）

第１７条 職員の退職管理に関する条例（平成２８年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（職員の派遣）

第２条 省略

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。

�・� 省略

� 地方公務員法第２２条 の規定による条件付採用期間中の

職員（人事委員会規則で定める職員を除く。）

�・� 省略

３ 省略

（職員の派遣）

第２条 省略

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。

�・� 省略

� 地方公務員法第２２条第１項の規定による条件付採用期間中の

職員（人事委員会規則で定める職員を除く。）

�・� 省略

３ 省略

改 正 後 改 正 前

（人事行政の運営の状況の報告）

第２条 任命権者は、毎年６月末日までに、知事に対し、職員（臨

時的に任用された職員及び非常勤職員（法第２８条の５第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員及び法第２２条の２第１項第２

号に掲げる職員を除く。）を除く。以下同じ。）に係る次に掲げ

る人事行政の運営の状況を報告しなければならない。

�～� 省略

（人事行政の運営の状況の報告）

第２条 任命権者は、毎年６月末日までに、知事に対し、職員（臨

時的に任用された職員及び非常勤職員（法第２８条の５第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員

を除く。）を除く。以下同じ。）に係る次に掲げ

る人事行政の運営の状況を報告しなければならない。

�～� 省略

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下

「法」という。）第２６条の６第１項（同条第４項において準用す

る場合を含む。）から第３項まで及び第６項から第８項まで並び

に同条第１１項において準用する法第２６条の５第６項の規定に基づ

き、職員（臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定

めて任用される職員、非常勤職員及び法第２２条 の規定によ

る条件付採用期間中の職員を除き、市町村立学校職員給与負担法

（昭和２３年法律第１３５号）第１条及び第２条に規定する職員を含

む。次条及び第５条において同じ。）の配偶者同行休業（法第２６

条の６第１項に規定する配偶者同行休業をいう。以下同じ。）に

関し必要な事項を定めるものとする。

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下

「法」という。）第２６条の６第１項（同条第４項において準用す

る場合を含む。）から第３項まで及び第６項から第８項まで並び

に同条第１１項において準用する法第２６条の５第６項の規定に基づ

き、職員（臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定

めて任用される職員、非常勤職員及び法第２２条第１項の規定によ

る条件付採用期間中の職員を除き、市町村立学校職員給与負担法

（昭和２３年法律第１３５号）第１条及び第２条に規定する職員を含

む。次条及び第５条において同じ。）の配偶者同行休業（法第２６

条の６第１項に規定する配偶者同行休業をいう。以下同じ。）に

関し必要な事項を定めるものとする。

改 正 後 改 正 前

（任命権者への届出）

第３条 管理又は監督の地位にある職員の職として人事委員会規則

（任命権者への届出）

第３条 管理又は監督の地位にある職員の職として人事委員会規則
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附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第７号
会計年度任用職員の給与等に関する条例を次のように公布する。

令和元年１０月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

会計年度任用職員の給与等に関する条例

（趣旨）

第１条 この条例は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号。以下「職員給与条例」という。）第２０条第１項及び教育職員

の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号。以下「教育職員給与条例」という。）第１９条の６第１項の規定に基づき、会計年度任

用職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員をいう。第１９条、

第２１条から第２３条まで及び別表において同じ。）の給与及び費用の弁償に関し必要な事項を定めるものとする。

（給与）

第２条 法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員（以下「第１号会計年度任用職員」という。）の受ける給与は、報酬及び期末手当とし、

同項第２号に掲げる職員（以下「第２号会計年度任用職員」という。）の受ける給与は、給料並びに地域手当、通勤手当、特殊勤務手当、

特地勤務手当（これに準ずる手当を含む。以下同じ。）、へき地手当（これに準ずる手当を含む。以下同じ。）、超過勤務手当、休日給、

夜勤手当、宿直手当、日直手当、初任給調整手当、定時制通信教育手当、義務教育等教員特別手当（以下「地域手当等」という。）及び

期末手当とする。

２ 第１号会計年度任用職員の報酬は、基本報酬並びに地域手当、特殊勤務手当、超過勤務手当、休日給、夜勤手当、宿直手当、日直手当

及び初任給調整手当に相当する報酬とする。

３ 前項の基本報酬は、月額で定めるものとする。ただし、任命権者が月額により難いと認めるときは、日額又は時間額で定めることがで

きる。

（第１号会計年度任用職員の基本報酬）

第３条 第１号会計年度任用職員の基本報酬の額は、職務の複雑、困難及び責任の度に応じ、かつ、職員給与条例の適用を受ける職員及び

教育職員給与条例の適用を受ける教育職員の給料の額との権衡を考慮して、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める額を超

えない範囲内において、人事委員会規則で定めるところにより決定する。

� 基本報酬の額を月額で定める場合 別表の左欄に掲げる職種の区分に応じ、同表の右欄に定める上限額に当該第１号会計年度任用職

員について定められた１週間当たりの勤務時間を常時勤務を要する職員について定められた１週間当たりの勤務時間で除して得た数を

乗じて得た額

� 基本報酬の額を日額で定める場合 別表の左欄に掲げる職種の区分に応じ、同表の右欄に定める上限額を２１で除して得た額に当該第

１号会計年度任用職員について定められた１日当たりの勤務時間を常時勤務を要する職員について定められた１日当たりの勤務時間で

除して得た数を乗じて得た額

� 基本報酬の額を時間額で定める場合 別表の左欄に掲げる職種の区分に応じ、同表の右欄に定める上限額を１６２．７５で除して得た額

２ 前項の規定にかかわらず、職務の性質上同項の規定により難いと認められる第１号会計年度任用職員の基本報酬の額は、任命権者が人

事委員会と協議して定める額とする。

（第１号会計年度任用職員の地域手当に相当する報酬）

第４条 職員給与条例第９条の２及び第９条の３の規定は、第１号会計年度任用職員の地域手当に相当する報酬について準用する。この場

合において、これらの規定中「地域手当」とあるのは「地域手当に相当する報酬」と、職員給与条例第９条の２第１項中「地域に在勤す

で定めるものに就いている職員であった者（退職手当通算予定職

員（法第３８条の２第３項に規定する退職手当通算予定職員をい

う。）であった者であって引き続いて退職手当通算法人（同条第

２項に規定する退職手当通算法人をいう。）の地位に就いている

もの及び公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する

法律（平成１２年法律第５０号）第１０条第２項に規定する退職派遣者

を除く。）は、離職後２年間、営利企業（法第３８条第１項本文に

規定する営利企業をいう。以下同じ。）以外の法人その他の団体

の地位に就いた場合（報酬を得る場合に限る。）又は営利企業の

地位に就いた場合は、日々雇い入れられる者となった場合その他

人事委員会規則で定める場合を除き、人事委員会規則で定めると

ころにより、速やかに、離職した職又はこれに相当する職の任命

権者に人事委員会規則で定める事項を届け出なければならない。

で定めるものに就いている職員であった者（退職手当通算予定職

員（法第３８条の２第３項に規定する退職手当通算予定職員をい

う。）であった者であって引き続いて退職手当通算法人（同条第

２項に規定する退職手当通算法人をいう。）の地位に就いている

もの及び公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する

法律（平成１２年法律第５０号）第１０条第２項に規定する退職派遣者

を除く。）は、離職後２年間、営利企業（法第３８条第１項 に

規定する営利企業をいう。以下同じ。）以外の法人その他の団体

の地位に就いた場合（報酬を得る場合に限る。）又は営利企業の

地位に就いた場合は、日々雇い入れられる者となった場合その他

人事委員会規則で定める場合を除き、人事委員会規則で定めると

ころにより、速やかに、離職した職又はこれに相当する職の任命

権者に人事委員会規則で定める事項を届け出なければならない。
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る職員」とあるのは「地域に在勤する会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年愛媛県条例第７号）第２条第１項に規定する第

１号会計年度任用職員（同条例第３条第２項の規定により基本報酬の額が定められたものを除く。以下この項及び次条において同

じ。）」と、「定めるものに在勤する職員」とあるのは「定めるものに在勤する同条例第２条第１項に規定する第１号会計年度任用職

員」と、同条第２項中「の月額は、給料、管理職手当及び扶養手当の月額の合計額」とあるのは「の額は、会計年度任用職員の給与等に

関する条例第２条第２項の基本報酬の額」と、職員給与条例第９条の３中「医療職給料表�の適用を受ける職員には、前条」とあるのは
「会計年度任用職員の給与等に関する条例第２条第１項に規定する第１号会計年度任用職員であつて、その職種の区分が同条例別表に規

定する職員給与条例の適用を受ける職員のうち職員給与条例別表第４医療職給料表�の適用を受けるものの職務と類似する職務に従事す
る会計年度任用職員の職に該当するものには、会計年度任用職員の給与等に関する条例第４条の規定により読み替えられた前条」と、

「当分の間、前条」とあるのは「当分の間、同条例第４条の規定により読み替えられた前条」と、「給料、管理職手当及び扶養手当の月

額の合計額」とあるのは「同条例第２条第２項の基本報酬の額」と、「得た月額」とあるのは「得た額」と読み替えるものとする。

（第１号会計年度任用職員の特殊勤務手当に相当する報酬）

第５条 職員給与条例第１１条及び教育職員給与条例第１２条の規定は、第１号会計年度任用職員の特殊勤務手当に相当する報酬について準用

する。この場合において、これらの規定中「給料」とあるのは「会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年愛媛県条例第７号）

第２条第２項の基本報酬」と、「特殊勤務手当」とあるのは「特殊勤務手当に相当する報酬」と、職員給与条例第１１条第１項中「職員」

とあるのは「同条第１項に規定する第１号会計年度任用職員」と、同条第２項中「職員」とあるのは「会計年度任用職員の給与等に関す

る条例第２条第１項に規定する第１号会計年度任用職員」と、教育職員給与条例第１２条第１項中「教育職員」とあるのは「同条第１項に

規定する第１号会計年度任用職員である教育職員」と、同条第２項中「教育職員」とあるのは「会計年度任用職員の給与等に関する条例

第２条第１項に規定する第１号会計年度任用職員である教育職員」と読み替えるものとする。

（第１号会計年度任用職員の超過勤務手当に相当する報酬）

第６条 正規の勤務時間外に勤務することを命ぜられた第１号会計年度任用職員には、正規の勤務時間外に勤務した全時間に対して、勤務

１時間につき、第１０条に規定する勤務１時間当たりの報酬額に正規の勤務時間外にした次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ１００分の

１００から１００分の１５０までの範囲内で人事委員会規則で定める割合（その勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場合は、その

割合に１００分の２５を加算した割合）を乗じて得た額を超過勤務手当に相当する報酬として支給する。

� 正規の勤務時間が割り振られた日（次条の規定により正規の勤務時間中に勤務した第１号会計年度任用職員に休日給に相当する報酬

が支給されることとなる日を除く。次号において同じ。）における勤務のうち、正規の勤務時間とその時間を超えて勤務した時間との

合計が７時間４５分に達するまでの間の勤務（人事委員会規則で定める勤務を除く。）

� 正規の勤務時間が割り振られた日における勤務のうち、正規の勤務時間とその時間を超えて勤務した時間の合計が７時間４５分を超え

る勤務

� 前２号に掲げる勤務以外の勤務

２ 職員給与条例第１４条第３項から第７項までの規定は、第１号会計年度任用職員の超過勤務手当に相当する報酬について準用する。この

場合において、同条第３項、第４項及び第６項中「第１８条」とあるのは「同条例第１０条」と、「給与額」とあるのは「報酬額」と、「超

過勤務手当」とあるのは「超過勤務手当に相当する報酬」と、同条第３項中「職員勤務時間等条例第１１条第４項の規定により、あらかじ

め同条第３項の規定により」とあるのは「あらかじめ」と、「職員」とあるのは「会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年愛

媛県条例第７号）第２条第１項に規定する第１号会計年度任用職員」と、同条第４項から第６項まで中「職員」とあるのは「会計年度任

用職員の給与等に関する条例第２条第１項に規定する第１号会計年度任用職員」と、同条第４項中「職員勤務時間等条例第１１条第３項及

び第４項の規定に基づく週休日」とあるのは「週休日」と、「第１項（第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）及び前

項」とあるのは「同条例第６条第１項及び同条第２項の規定により読み替えられた前項」と、同条第５項中「職員勤務時間等条例第１０条

の２第１項に規定する超勤代休時間」とあるのは「同条例第６条第２項の規定により読み替えられた前項の規定による超過勤務手当に相

当する報酬の一部の支給に代わる措置の対象となるべき時間」と、同条第６項及び第７項中「第１項」とあるのは「同条例第６条第１

項」と、同条第６項中「第４項」とあるのは「同条例第６条第２項の規定により読み替えられた第４項」と、「第３項」とあるのは「同

条第２項の規定により読み替えられた第３項」と、同条第７項中「第２項」とあるのは「会計年度任用職員の給与等に関する条例第６条

第１項第１号」と、「第４項及び前項」とあるのは「同条第２項の規定により読み替えられた第４項及び前項」と読み替えるものとする。

（第１号会計年度任用職員の休日給に相当する報酬）

第７条 職員給与条例第１５条の規定は、第１号会計年度任用職員の休日給に相当する報酬について準用する。この場合において、同条第１

項中「職員」とあるのは「会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年愛媛県条例第７号）第２条第１項に規定する第１号会計年

度任用職員」と、「職員勤務時間等条例第２条第１項に規定する休日（職員勤務時間等条例第２条の２第１項の規定により代休日を指定

されて、当該休日に割り振られた勤務時間の全部を勤務した職員にあつては、当該休日」とあるのは「正規の勤務時間が割り振られた日

であつて勤務を要しない日（当該日に特に勤務することを命ぜられた場合であつて当該日に割り振られた勤務時間の全部を勤務した職員

にあつては、当該日」と、同条第２項中「職員」とあるのは「会計年度任用職員の給与等に関する条例第２条第１項に規定する第１号会

計年度任用職員」と、「第１８条」とあるのは「同条例第１０条」と、「給与額」とあるのは「報酬額」と、「休日給」とあるのは「休日給

に相当する報酬」と読み替えるものとする。

（第１号会計年度任用職員の夜勤手当に相当する報酬）

第８条 職員給与条例第１６条の規定は、第１号会計年度任用職員の夜勤手当に相当する報酬について準用する。この場合において、同条中
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「職員」とあるのは「会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年愛媛県条例第７号）第２条第１項に規定する第１号会計年度任

用職員」と、「第１８条」とあるのは「同条例第１０条」と、「給与額」とあるのは「報酬額」と、「夜勤手当」とあるのは「夜勤手当に相

当する報酬」と読み替えるものとする。

（第１号会計年度任用職員の宿直手当及び日直手当に相当する報酬）

第９条 職員給与条例第１７条の規定は、第１号会計年度任用職員の宿直手当及び日直手当に相当する報酬について準用する。この場合にお

いて、同条中「職員」とあるのは「会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年愛媛県条例第７号）第２条第１項に規定する第１

号会計年度任用職員」と、「第１４条第１項及び第１５条」とあるのは、「同条例第６条第１項及び第７条」と、「宿直手当」とあるのは

「宿直手当に相当する報酬」と、「日直手当」とあるのは「日直手当に相当する報酬」と読み替えるものとする。

（第１号会計年度任用職員の勤務１時間当たりの報酬額の算出）

第１０条 第１号会計年度任用職員の勤務１時間当たりの報酬額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める額とする。

� 基本報酬の額が月額で定められている場合において、１月当たりの勤務時間数が定められているとき 基本報酬の額に地域手当及び

初任給調整手当に相当する報酬額を加えた額（以下この条において「算定基礎額」という。）に１２を乗じた額を、当該定められた１月

当たりの勤務時間数に１２を乗じて得た数から人事委員会規則で定める時間数を減じた数で除して得た額

� 基本報酬の額が月額で定められている場合において、１週間当たりの勤務時間数が定められているとき 算定基礎額に１２を乗じて得

た額を、当該定められた１週間当たりの勤務時間数に５２を乗じて得た数から人事委員会規則で定める時間数を減じた数で除して得た額

� 基本報酬の額が日額で定められている場合 算定基礎額を当該定められた１日当たりの勤務時間数で除して得た額

� 基本報酬の額が時間額で定められている場合 算定基礎額

（第１号会計年度任用職員の初任給調整手当に相当する報酬）

第１１条 次の各号に掲げる職に新たに採用された第１号会計年度任用職員（第３条第２項の規定により基本報酬の額が定められたものを除

く。以下この条において同じ。）には、当該各号に定める額を超えない範囲内の額を、第１号及び第２号に掲げる職に係るものにあって

は最初の採用の日から３５年以内、第３号に掲げる職に係るものにあっては最初の採用の日から１５年以内、第４号に掲げる職に係るものに

あっては最初の採用の日から５年以内の期間、最初の採用の日（第１号及び第２号に掲げる職に係るものにあっては、最初の採用の日か

ら人事委員会規則で定める期間を経過した日）から１年を経過するごとにその額を減じて、初任給調整手当に相当する報酬として支給す

る。

� 職種の区分が別表に規定する職員給与条例の適用を受ける職員のうち職員給与条例別表第４医療職給料表�の適用を受けるものの職
務と類似する職務に従事する会計年度任用職員の職に該当する第１号会計年度任用職員の職のうち採用による欠員の補充が困難である

と認められる職で人事委員会規則で定めるもの 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額

ア 基本報酬の額が月額で定められている場合において、１月当たりの勤務時間数が定められているとき 職員給与条例第１８条の４第

１項第１号に定める額に当該定められた１月当たりの勤務時間数を常時勤務を要する職員について定められた１日当たりの勤務時間

数に２１を乗じて得た勤務時間数で除して得た数を乗じて得た額

イ 基本報酬の額が月額で定められている場合において、１週間当たりの勤務時間数が定められているとき 職員給与条例第１８条の４

第１項第１号に定める額に当該定められた１週間当たりの勤務時間数を常時勤務を要する職員について定められた１週間当たりの勤

務時間数で除して得た数を乗じて得た額

ウ 基本報酬の額が日額で定められている場合において、１日当たりの勤務時間数が定められているとき 職員給与条例第１８条の４第

１項第１号に定める額を２１で除して得た額に、当該定められた１日当たりの勤務時間数を常時勤務を要する職員について定められた

１日当たりの勤務時間数で除して得た数を乗じて得た額

エ 基本報酬の額が時間額で定められている場合において、１日当たりの勤務時間数が定められているとき 職員給与条例第１８条の４

第１項第１号に定める額を１６２．７５で除して得た額

オ アからエまでに掲げる場合以外の場合 任命権者が知事と協議して定める額

� 医学又は歯学に関する専門的知識を必要とし、かつ、採用による欠員の補充が困難であると認められる職（前号に掲げる職を除

く。）で人事委員会規則で定めるもの 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額

ア 基本報酬の額が月額で定められている場合において、１月当たりの勤務時間数が定められているとき 職員給与条例第１８条の４第

１項第２号に定める額に当該定められた１月当たりの勤務時間数を常時勤務を要する職員について定められた１日当たりの勤務時間

数に２１を乗じて得た勤務時間数で除して得た数を乗じて得た額

イ 基本報酬の額が月額で定められている場合において、１週間当たりの勤務時間数が定められているとき 職員給与条例第１８条の４

第１項第２号に定める額に当該定められた１週間当たりの勤務時間数を常時勤務を要する職員について定められた１週間当たりの勤

務時間数で除して得た数を乗じて得た額

ウ 基本報酬の額が日額で定められている場合において、１日当たりの勤務時間数が定められているとき 職員給与条例第１８条の４第

１項第２号に定める額を２１で除して得た額に、当該定められた１日当たりの勤務時間数を常時勤務を要する職員について定められた

１日当たりの勤務時間数で除して得た数を乗じて得た額

エ 基本報酬の額が時間額で定められている場合において、１日当たりの勤務時間数が定められているとき 職員給与条例第１８条の４

第１項第２号に定める額を１６２．７５で除して得た額

オ アからエまでに掲げる場合以外の場合 任命権者が知事と協議して定める額
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� 獣医学に関する専門的知識を必要とし、かつ、採用による欠員の補充が困難であると認められる職で人事委員会規則で定めるもの

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額

ア 基本報酬の額が月額で定められている場合において、１月当たりの勤務時間数が定められているとき 職員給与条例第１８条の４第

１項第３号に定める額に当該定められた１月当たりの勤務時間数を常時勤務を要する職員について定められた１日当たりの勤務時間

数に２１を乗じて得た勤務時間数で除して得た数を乗じて得た額

イ 基本報酬の額が月額で定められている場合において、１週間当たりの勤務時間数が定められているとき 職員給与条例第１８条の４

第１項第３号に定める額に当該定められた１週間当たりの勤務時間数を常時勤務を要する職員について定められた１週間当たりの勤

務時間数で除して得た数を乗じて得た額

ウ 基本報酬の額が日額で定められている場合において、１日当たりの勤務時間数が定められているとき 職員給与条例第１８条の４第

１項第３号に定める額を２１で除して得た額に、当該定められた１日当たりの勤務時間数を常時勤務を要する職員について定められた

１日当たりの勤務時間数で除して得た数を乗じて得た額

エ 基本報酬の額が時間額で定められている場合において、１日当たりの勤務時間数が定められているとき 職員給与条例第１８条の４

第１項第３号に定める額を１６２．７５で除して得た額

オ アからエまでに掲げる場合以外の場合 任命権者が知事と協議して定める額

� 前３号に掲げる職以外の職のうち特殊な専門的知識を必要とし、かつ、採用による欠員の補充について特別の事情があると認められ

る職で人事委員会規則で定めるもの 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額

ア 基本報酬の額が月額で定められている場合において、１月当たりの勤務時間数が定められているとき 職員給与条例第１８条の４第

１項第４号に定める額に当該定められた１月当たりの勤務時間数を常時勤務を要する職員について定められた１日当たりの勤務時間

数に２１を乗じて得た勤務時間数で除して得た数を乗じて得た額

イ 基本報酬の額が月額で定められている場合において、１週間当たりの勤務時間数が定められているとき 職員給与条例第１８条の４

第１項第４号に定める額に当該定められた１週間当たりの勤務時間数を常時勤務を要する職員について定められた１週間当たりの勤

務時間数で除して得た数を乗じて得た額

ウ 基本報酬の額が日額で定められている場合において、１日当たりの勤務時間数が定められているとき 職員給与条例第１８条の４第

１項第４号に定める額を２１で除して得た額に、当該定められた１日当たりの勤務時間数を常時勤務を要する職員について定められた

１日当たりの勤務時間数で除して得た数を乗じて得た額

エ 基本報酬の額が時間額で定められている場合において、１日当たりの勤務時間数が定められているとき 職員給与条例第１８条の４

第１項第４号に定める額を１６２．７５で除して得た額

オ アからエまでに掲げる場合以外の場合 任命権者が知事と協議して定める額

２ 職員給与条例第１８条の４第２項及び第３項の規定は、第１号会計年度任用職員の初任給調整手当に相当する報酬について準用する。こ

の場合において、これらの規定中「初任給調整手当」とあるのは「初任給調整手当に相当する報酬」と、同条第２項中「前項」とあるの

は「会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年愛媛県条例第７号）第１１条第１項」と、「在職する職員」とあるのは「在職する

同条例第２条第１項に規定する第１号会計年度任用職員」と、「同項」とあるのは「同条例第１１条第１項」と、「支給される職員」とあ

るのは「支給される同条例第２条第１項に規定する第１号会計年度任用職員」と、「認められる職員」とあるのは「認められる同項に規

定する第１号会計年度任用職員」と、同条第３項中「前２項」とあるのは「会計年度任用職員の給与等に関する条例第１１条第１項及び同

条第２項の規定により読み替えられた前項」と読み替えるものとする。

（第１号会計年度任用職員の期末手当）

第１２条 期末手当は、任期が６月以上かつ定められた１週間当たりの勤務時間が１５時間３０分以上の者であって、６月１日及び１２月１日（以

下これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する第１号会計年度任用職員に対して、それぞれ基準日の属する月の人事委員会規

則で定める日に支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職し、又は死亡した第１号会計年度任用職員（人事委員会規則で定める職員

を除く。）についても、同様とする。

２ 前項の任期は、第１号に掲げる任期と第２号に掲げる任期とを合算した任期とする。

� 基準日の属する会計年度における定められた週の勤務時間が１５時間３０分以上の第１号会計年度任用職員又は第２号会計年度任用職

員としての任期

� 基準日の属する会計年度の初日から当該基準日まで引き続いて第１号会計年度任用職員である者に係る同会計年度の前会計年度に

おいて定められた週の勤務時間が１５時間３０分以上の第１号会計年度任用職員又は第２号会計年度任用職員となった日から同会計年度の

末日までの引き続いた任期

３ 第１項の期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１３０を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。

� ６箇月 １００分の１００

� ５箇月以上６箇月未満 １００分の８０

� ３箇月以上５箇月未満 １００分の６０

� ３箇月未満 １００分の３０

４ 前項の期末手当基礎額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。
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� 基本報酬の額が月額で定められている場合 それぞれその基準日現在（退職し、又は死亡した第１号会計年度任用職員にあっては、

退職し、又は死亡した日現在）において第１号会計年度任用職員が受けるべき当該基本報酬の額にこれに対する地域手当に相当する報

酬の額を加えた額（以下「期末手当基礎額の算定基礎額」という。）

� 基本報酬の額が日額で定められている場合 期末手当基礎額の算定基礎額に、人事委員会規則で定める１月当たりの勤務日数を乗じ

て得た額

� 基本報酬の額が時間額で定められている場合 期末手当基礎額の算定基礎額に、人事委員会規則で定める１月当たりの勤務時間を乗

じて得た額

５ 第３項に規定する在職期間の算定に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。

６ 職員給与条例第１９条の２及び第１９条の３の規定は、第１号会計年度任用職員の期末手当について準用する。この場合において、これら

の規定中「職員」とあるのは「会計年度任用職員の給与等に関する条例第２条第１項に規定する第１号会計年度任用職員」と、職員給与

条例第１９条の２中「前条第１項」とあるのは、「会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年愛媛県条例第７号）第１２条第１項」

と読み替えるものとする。

（第１号会計年度任用職員の費用の弁償）

第１３条 第１号会計年度任用職員には、職員給与条例第１０条の規定により通勤手当の支給を受ける職員との権衡を考慮して、通勤に要する

費用を弁償する。

２ 前項に規定するもののほか、同項の費用の弁償の支給方法その他必要な事項は、職員の旅費に関する条例（昭和２８年愛媛県条例第６

号）に基づく旅費の支給を受ける者との権衡を考慮して、任命権者が別に定める。

第１４条 第１号会計年度任用職員が、出張し、又は赴任したときは、その費用を弁償する。

２ 前項に規定するもののほか、同項の費用の弁償の支給方法その他必要な事項は、職員の旅費に関する条例の適用を受ける職員の例によ

る。

（第２号会計年度任用職員の給料）

第１５条 第２号会計年度任用職員の給料の額は、職務の複雑、困難及び責任の度に応じ、かつ、職員給与条例の適用を受ける職員及び教育

職員給与条例の適用を受ける教育職員の給料の額との権衡を考慮して、別表の左欄に掲げる職種の区分に応じ、同表の右欄に定める上限

額を超えない範囲内において、人事委員会規則で定めるところにより決定する。

２ 前項の規定にかかわらず、職務の性質上同項の規定により難いと認められる第２号会計年度任用職員の給料の額は、任命権者が人事委

員会と協議して定める額とする。

（第２号会計年度任用職員の地域手当等）

第１６条 第２０条及び第２２条に定めるもののほか、第２号会計年度任用職員の地域手当、通勤手当、特殊勤務手当、特地勤務手当、へき地手

当、宿直手当、日直手当、初任給調整手当、定時制通信教育手当及び義務教育等教員特別手当（地域手当及び初任給調整手当にあっては、

前条第２項の規定により給料の額が定められた職員に係るものを除く。）については、職員給与条例及び教育職員給与条例の規定により

これらの手当の支給を受ける職員及び教育職員の例による。

２ 正規の勤務時間外に勤務することを命ぜられた第２号会計年度任用職員には、正規の勤務時間外に勤務した全時間に対して、勤務１時

間につき、次条に規定する勤務１時間当たりの給与額に正規の勤務時間外にした次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ１００分の１２５から

１００分の１５０までの範囲内で人事委員会規則で定める割合（その勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場合は、その割合に

１００分の２５を加算した割合）を乗じて得た額を超過勤務手当として支給する。

� 正規の勤務時間が割り振られた日（第４項の規定により正規の勤務時間中に勤務した第２号会計年度任用職員に休日給が支給される

こととなる日を除く。）における勤務

� 前号に掲げる勤務以外の勤務

３ 職員給与条例第１４条第３項から第６項までの規定は、第２号会計年度任用職員の超過勤務手当について準用する。この場合において、

同条第３項、第４項及び第６項中「第１８条」とあるのは「同条例第１７条」と、同条第３項中「第１項」とあるのは「会計年度任用職員の

給与等に関する条例（令和元年愛媛県条例第７号）第１６条第２項」と、「職員勤務時間等条例第１１条第４項の規定により、あらかじめ同

条第３項の規定により」とあるのは「あらかじめ」と、「職員」とあるのは「同条例第２条第１項に規定する第２号会計年度任用職員」

と、同条第４項から第６項まで中「職員」とあるのは「会計年度任用職員の給与等に関する条例第２条第１項に規定する第２号会計年度

任用職員」と、同条第４項中「職員勤務時間等条例第１１条第３項及び第４項の規定に基づく週休日」とあるのは「週休日」と、「第１項

（第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）及び前項」とあるのは「同条例第１６条第２項及び同条第３項の規定により読み

替えられた前項」と、同条第５項中「職員勤務時間等条例第１０条の２第１項に規定する超勤代休時間」とあるのは「同条例第１６条第３項

の規定により読み替えられた前項の規定による超過勤務手当の一部の支給に代わる措置の対象となるべき時間」と、同条第６項中「第４

項」とあるのは「同条例第１６条第３項の規定により読み替えられた第４項」と、「第１項」とあるのは「同条例第１６条第２項」と、「第

３項」とあるのは「同条第３項の規定により読み替えられた第３項」と読み替えるものとする。

４ 職員給与条例第１５条の規定は、第２号会計年度任用職員の休日給について準用する。この場合において、同条第１項中「職員」とある

のは「会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年愛媛県条例第７号）第２条第１項に規定する第２号会計年度任用職員」と、

「職員勤務時間等条例第２条第１項に規定する休日（職員勤務時間等条例第２条の２第１項の規定により代休日を指定されて、当該休日

に割り振られた勤務時間の全部を勤務した職員にあつては、当該休日」とあるのは「正規の勤務時間が割り振られた日であつて勤務を要
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しない日（当該日に特に勤務することを命ぜられた場合であつて当該日に割り振られた勤務時間の全部を勤務した職員にあつては、当該

日」と、同条第２項中「職員」とあるのは「会計年度任用職員の給与等に関する条例第２条第１項に規定する第２号会計年度任用職員」

と、「第１８条」とあるのは「同条例第１７条」と読み替えるものとする。

５ 職員給与条例第１６条の規定は、第２号会計年度任用職員の夜勤手当について準用する。この場合において、同条中「職員」とあるのは

「会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年愛媛県条例第７号）第２条第１項に規定する第２号会計年度任用職員」と、「第１８

条」とあるのは、「同条例第１７条」と読み替えるものとする。

（第２号会計年度任用職員の勤務１時間当たりの給与額の算出）

第１７条 第２号会計年度任用職員の勤務１時間当たりの給与額は、職員給与条例及び教育職員給与条例の規定により勤務１時間当たりの給

与額が算出される職員及び教育職員の例による。

（第２号会計年度任用職員の期末手当）

第１８条 期末手当は、任期が６月以上であって、基準日にそれぞれ在職する第２号会計年度任用職員に対して、それぞれ基準日の属する月

の人事委員会規則で定める日に支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職し、又は死亡した第２号会計年度任用職員（人事委員会規

則で定める職員を除く。）についても、同様とする。

２ 前項の任期は、第１号に掲げる任期と第２号に掲げる任期とを合算した任期とする。

� 基準日の属する会計年度における定められた週の勤務時間が１５時間３０分以上の第１号会計年度任用職員又は第２号会計年度任用職員

としての任期

� 基準日の属する会計年度の初日から当該基準日まで引き続いて第２号会計年度任用職員である者に係る同会計年度の前会計年度にお

いて定められた週の勤務時間が１５時間３０分以上の第１号会計年度任用職員又は第２号会計年度任用職員となった日から同会計年度の末

日までの引き続いた任期

３ 第１項の期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１３０を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。

� ６箇月 １００分の１００

� ５箇月以上６箇月未満 １００分の８０

� ３箇月以上５箇月未満 １００分の６０

� ３箇月未満 １００分の３０

４ 前項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職し、又は死亡した第２号会計年度任用職員にあっては、退職し、又は死亡し

た日現在）において第２号会計年度任用職員が受けるべき給料の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額とする。

５ 第３項に規定する在職期間の算定に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。

６ 職員給与条例第１９条の２及び第１９条の３の規定は、第２号会計年度任用職員の期末手当について準用する。この場合において、これら

の規定中「職員」とあるのは「会計年度任用職員の給与等に関する条例第２条第１項に規定する第２号会計年度任用職員」と、職員給与

条例第１９条の２中「前条第１項」とあるのは、「会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年愛媛県条例第７号）第１８条第１項」

と読み替えるものとする。

（給与及び費用の弁償の特例）

第１９条 会計年度任用職員の給与及び費用の弁償につきこの条例の規定により難い特別の事情を有すると任命権者が認める事項については、

任命権者が、給与にあっては人事委員会と、費用の弁償にあっては知事と協議して特別の定めをすることができる。

（給与の支給）

第２０条 給与（期末手当を除く。次項において同じ。）の計算期間は、月の初日から末日までとする。

２ 給与は、毎月１回、その計算期間の翌月の人事委員会規則で定める日に、当該計算期間に係る全額を支給する。

３ 前２項の規定にかかわらず、第２号会計年度任用職員の通勤手当は、職員給与条例第１０条第５項に規定する支給単位期間（人事委員会

規則で定める通勤手当にあっては、人事委員会規則で定める期間）に係る最初の月の人事委員会規則で定める日に、当該支給単位期間に

係る全額を支給する。

第２１条 新たに会計年度任用職員となった者には、その日から基本報酬又は給料を支給し、その基本報酬又は給料の額に異動を生じた者に

は、その日から新たに定められた基本報酬又は給料を支給する。

２ 会計年度任用職員が離職したときは、その日まで基本報酬又は給料を支給する。

３ 会計年度任用職員が死亡したときは、その月まで基本報酬又は給料を支給する。

４ 第１項又は第２項の規定により月額で定められた基本報酬又は給料を支給する場合であって、月の初日から支給するとき以外のとき、

又はその期間の末日まで支給するとき以外のときは、その基本報酬又は給料の額は、その期間の現日数から正規の勤務時間が割り振られ

た日以外の日の日数を差し引いた日数を基礎として日割りによって計算する。

（給与の減額）

第２２条 会計年度任用職員が勤務しないとき（有給休暇の許可を受けた場合を除く。）は、その勤務しない１時間につき、第１号会計年度

任用職員にあっては第１０条に規定する勤務１時間当たりの報酬額を、第２号会計年度任用職員にあっては第１７条に規定する勤務１時間当

たりの給与額を減額した給与を支給する。

（その他の事項）
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第２３条 この条例に定めるもののほか、会計年度任用職員の給与の支給方法については、職員給与条例及び教育職員給与条例の適用を受け

る職員及び教育職員の例による。

第２４条 この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 令和２年３月３１日において地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２９号。以下「改正法」という。）第１

条の規定による改正前の地方公務員法第２２条第２項の規定により臨時的に任用されていた者がこの条例の施行の日に第２号会計年度任用

職員となった場合（当該第２号会計年度任用職員の任期（改正法による改正後の地方公務員法第２２条の２第４項の規定により第２号会計

年度任用職員として更新されることとなる任期を含む。）の末日が令和２年５月１日から同年１１月１日までの間にある場合に限る。）、

当該第２号会計年度任用職員の同年６月に支給する期末手当の額は、第１８条第３項の規定にかかわらず、当該臨時的に任用されていた者

に係る任期が当該末日まで引き続いていたとした場合にその者が受けることとなる期末手当の額とする。

（職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正）

３ 職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（教育職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正）

４ 教育職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別表（第３条、第１１条、第１５条関係）

職種の区分 上限額

職員給与条例の適用を受ける職員のうち職員給与条例別表第１行政職給料表の適用を受

けるものの職務と類似する職務に従事する会計年度任用職員の職

職員給与条例別表第１行政職給料表の職

務の級４級の最高号給の額

職員給与条例の適用を受ける職員のうち職員給与条例別表第２公安職給料表の適用を受

けるものの職務と類似する職務に従事する会計年度任用職員の職

職員給与条例別表第２公安職給料表の職

務の級５級の最高号給の額

職員給与条例の適用を受ける職員のうち職員給与条例別表第３研究職給料表の適用を受

けるものの職務と類似する職務に従事する会計年度任用職員の職

職員給与条例別表第３研究職給料表の職

務の級３級の最高号給の額

職員給与条例の適用を受ける職員のうち職員給与条例別表第４医療職給料表�の適用を

受けるものの職務と類似する職務に従事する会計年度任用職員の職

職員給与条例別表第４医療職給料表�の

職務の級１級の最高号給の額

改 正 後 改 正 前

職員の特殊勤務手当等に関する条例

（この条例の目的 ）

第１条 この条例は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条

例第５７号。以下「給与条例」という。）第１１条（会計年度任用職

員の給与等に関する条例（令和元年愛媛県条例第７号）第５条に

おいて準用する場合を含む。）の規定に基づき、職員の特殊勤務

手当（これに相当する報酬を含む。以下同じ。）に関する事項を

定めることを目的とする。

職員の特殊勤務手当に関する条例

（この条例の目的及び効力）

第１条 この条例は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条

例第５７号。以下「給与条例」という。）第１１条

の規定に基き 、職員の特殊勤務

手当 に関する事項を

定めることを目的とする。

改 正 後 改 正 前

教育職員の特殊勤務手当等に関する条例

（この条例の目的 ）

第１条 この条例は、教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛

県条例第３０号）第１２条（会計年度任用職員の給与等に関する

条例（令和元年愛媛県条例第７号）第５条において準用する場合

を含む。）の規定に基づき、教育職員の特殊勤務手当（これに相

当する報酬を含む。以下同じ。）に関する事項を定めることを目

的とする。

教育職員の特殊勤務手当に関する条例

（この条例の目的及び効力）

第１条 この条例は、教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛

県条例第３０号）第１２条

の規定に基き 、教育職員の特殊勤務手当

に関する事項を定めることを目

的とする。
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職員給与条例の適用を受ける職員のうち職員給与条例別表第４医療職給料表�の適用を

受けるものの職務と類似する職務に従事する会計年度任用職員の職

職員給与条例別表第４医療職給料表�の

職務の級５級の最高号給の額

職員給与条例の適用を受ける職員のうち職員給与条例別表第４医療職給料表�の適用を

受けるものの職務と類似する職務に従事する会計年度任用職員の職

職員給与条例別表第４医療職給料表�の

職務の級５級の最高号給の額

教育職員給与条例の適用を受ける教育職員のうち教育職員給与条例別表第１中学校・小

学校教育職員給料表の適用を受けるものの職務と類似する職務に従事する会計年度任用

職員の職

教育職員給与条例別表第１中学校・小学

校教育職員給料表の職務の級２級（特２

級を除く。）の最高号給の額

教育職員給与条例の適用を受ける教育職員のうち教育職員給与条例別表第２高等学校等

教育職員給料表の適用を受けるものの職務と類似する職務に従事する会計年度任用職員

の職

教育職員給与条例別表第２高等学校等教

育職員給料表の職務の級２級の最高号給

の額

�愛媛県条例第８号
成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

を次のように公布する。

令和元年１０月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する

条例

（職員の給与に関する条例の一部改正）

第１条 職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（期末手当）

第１９条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条から第１９

条の３までにおいてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞ

れ在職する職員に対して、それぞれ基準日の属する月の人事委員

会規則で定める日（次条及び第１９条の３においてこれらの日を

「支給日」という。）に支給する。これらの基準日前１箇月以内

に退職し

、又は死亡した職員（第２１条第５

項の規定の適用を受ける職員及び人事委員会規則で定める職員を

除く。）についても、同様とする。

２・３ 省略

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職

し 、又は死亡した職員にあつては、退職し

、又は死亡した日現在）において職員が受けるべき

給料の月額（育児短時間勤務職員等にあつては、給料の月額を算

出率で除して得た額）及び扶養手当の月額並びにこれらに対する

地域手当の月額の合計額とする。

５・６ 省略

第１９条の２ 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の

規定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に

掲げる者にあつては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、

支給しない。

� 省略

� 基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に地

方公務員法第２８条第４項の規定により失職した職員

�・� 省略

（勤勉手当）

（期末手当）

第１９条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条から第１９

条の３までにおいてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞ

れ在職する職員に対して、それぞれ基準日の属する月の人事委員

会規則で定める日（次条及び第１９条の３においてこれらの日を

「支給日」という。）に支給する。これらの基準日前１箇月以内

に退職し、若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して同法第

２８条第４項の規定により失職し、又は死亡した職員（第２１条第５

項の規定の適用を受ける職員及び人事委員会規則で定める職員を

除く。）についても、同様とする。

２・３ 省略

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職

し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあつては、退職し、若

しくは失職し、又は死亡した日現在）において職員が受けるべき

給料の月額（育児短時間勤務職員等にあつては、給料の月額を算

出率で除して得た額）及び扶養手当の月額並びにこれらに対する

地域手当の月額の合計額とする。

５・６ 省略

第１９条の２ 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の

規定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に

掲げる者にあつては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、

支給しない。

� 省略

� 基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に地

方公務員法第２８条第４項の規定により失職した職員（同法第１６

条第１号に該当して失職した職員を除く。）

�・� 省略

（勤勉手当）
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（教育職員の給与に関する条例の一部改正）

第２条 教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第１９条の４ 勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条にお

いてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員

に対し、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績

に応じて、それぞれ基準日の属する月の人事委員会規則で定める

日に支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職し

、又は死亡した職員（人事委員会規則で定める職員を

除く。）についても、同様とする。

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者又はその委任を

受けた者が人事委員会規則で定める基準に従つて定める割合を乗

じて得た額とする。この場合において、任命権者又はその委任を

受けた者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号

に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額

を超えてはならない。

� 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉手

当基礎額に当該職員がそれぞれその基準日現在（退職し

、又は死亡した職員にあつては、退職し

、又は死亡した日現在。次項において同じ。）において

受けるべき扶養手当の月額及びこれに対する地域手当の月額の

合計額を加算した額に１００分の９２．５（特定幹部職員にあつて

は、１００分の１１２．５）を乗じて得た額の総額

� 省略

３～５ 省略

（休職者の給与）

第２１条 省略

２～４ 省略

５ 第２項又は第３項に規定する職員が、これらの規定に規定する

期間内で第１９条第１項に規定する基準日前１箇月以内に退職し

、又は死亡したときは、同項 の規定

により人事委員会規則で定める日に、それぞれ第２項又は第３項

の規定の例による額の期末手当を支給することができる。ただ

し、人事委員会規則で定める職員については、この限りでない。

６・７ 省略

第１９条の４ 勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条にお

いてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員

に対し、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績

に応じて、それぞれ基準日の属する月の人事委員会規則で定める

日に支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職し、若しくは

地方公務員法第１６条第１号に該当して同法第２８条第４項の規定に

より失職し、又は死亡した職員（人事委員会規則で定める職員を

除く。）についても、同様とする。

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者又はその委任を

受けた者が人事委員会規則で定める基準に従つて定める割合を乗

じて得た額とする。この場合において、任命権者又はその委任を

受けた者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号

に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額

を超えてはならない。

� 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉手

当基礎額に当該職員がそれぞれその基準日現在（退職し、若し

くは失職し、又は死亡した職員にあつては、退職し、若しくは

失職し、又は死亡した日現在。次項において同じ。）において

受けるべき扶養手当の月額及びこれに対する地域手当の月額の

合計額を加算した額に１００分の９２．５（特定幹部職員にあつて

は、１００分の１１２．５）を乗じて得た額の総額

� 省略

３～５ 省略

（休職者の給与）

第２１条 省略

２～４ 省略

５ 第２項又は第３項に規定する職員が、当該各項 に規定する

期間内で第１９条第１項に規定する基準日前１箇月以内に退職し、

若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して同法第２８条第４項

の規定により失職し、又は死亡したときは、第１９条第１項の規定

により人事委員会規則で定める日に、当該各項

の例による額の期末手当を支給することができる。ただ

し、人事委員会規則で定める職員については、この限りでない。

６・７ 省略

改 正 後 改 正 前

（期末手当）

第１９条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条から第１９

条の３までにおいてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞ

れ在職する教育職員に対して、それぞれ基準日の属する月の人事

委員会規則で定める日（次条及び第１９条の３においてこれらの日

を「支給日」という。）に支給する。これらの基準日前１箇月以

内に退職し

、又は死亡した教育職員（第２０

条第５項の規定の適用を受ける職員及び人事委員会規則で定める

教育職員を除く。）についても、同様とする。

２・３ 省略

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職

し 、又は死亡した教育職員にあつては、退職

（期末手当）

第１９条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条から第１９

条の３までにおいてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞ

れ在職する教育職員に対して、それぞれ基準日の属する月の人事

委員会規則で定める日（次条及び第１９条の３においてこれらの日

を「支給日」という。）に支給する。これらの基準日前１箇月以

内に退職し、若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して同法

第２８条第４項の規定により失職し、又は死亡した教育職員（第２０

条第５項の規定の適用を受ける職員及び人事委員会規則で定める

教育職員を除く。）についても、同様とする。

２・３ 省略

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職

し、若しくは失職し、又は死亡した教育職員にあつては、退職
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（技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）

第３条 技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２７年愛媛県条例第５０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

し 、又は死亡した日現在）において教育職員が

受けるべき給料の月額（育児短時間勤務教育職員等にあつては、

給料の月額を算出率で除して得た額）及び扶養手当の月額の合計

額とする。

５・６ 省略

第１９条の２ 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の

規定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に

掲げる者にあつては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、

支給しない。

� 省略

� 基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に地

方公務員法第２８条第４項の規定により失職した教育職員

�・� 省略

（勤勉手当）

第１９条の４ 勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条にお

いてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する教育

職員に対し、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務

成績に応じて、それぞれ基準日の属する月の人事委員会規則で定

める日に支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職し

、又は死亡した教育職員（人事委員会規則で定め

る教育職員を除く。）についても、同様とする。

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者又はその委任を

受けた者が人事委員会規則で定める基準に従つて定める割合を乗

じて得た額とする。この場合において、任命権者又はその委任を

受けた者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号

に掲げる教育職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定め

る額を超えてはならない。

� 前項の教育職員のうち再任用教育職員以外の教育職員 当該

教育職員の勤勉手当基礎額に当該教育職員がそれぞれその基準

日現在（退職し 、又は死亡した教育職員にあ

つては、退職し 、又は死亡した日現在。次項

において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額を加算し

た額に１００分の９２．５を乗じて得た額の総額

� 省略

３～５ 省略

（休職者の給与）

第２０条 省略

２～４ 省略

５ 第３項に規定する教育職員が、同項に規定する期間内で第１９条

第１項に規定する基準日前１箇月以内に退職し

、又は死亡したときは、同項 の規定により人事委員

会規則で定める日に、同項の例による額の期末手当を支給するこ

とができる。ただし、人事委員会規則で定める教育職員について

は、この限りでない。

６・７ 省略

し、若しくは失職し、又は死亡した日現在）において教育職員が

受けるべき給料の月額（育児短時間勤務教育職員等にあつては、

給料の月額を算出率で除して得た額）及び扶養手当の月額の合計

額とする。

５・６ 省略

第１９条の２ 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の

規定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に

掲げる者にあつては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、

支給しない。

� 省略

� 基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に地

方公務員法第２８条第４項の規定により失職した教育職員（同法

第１６条第１号に該当して失職した教育職員を除く。）

�・� 省略

（勤勉手当）

第１９条の４ 勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条にお

いてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する教育

職員に対し、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務

成績に応じて、それぞれ基準日の属する月の人事委員会規則で定

める日に支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職し、若し

くは地方公務員法第１６条第１号に該当して同法第２８条第４項の規

定により失職し、又は死亡した教育職員（人事委員会規則で定め

る教育職員を除く。）についても、同様とする。

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者又はその委任を

受けた者が人事委員会規則で定める基準に従つて定める割合を乗

じて得た額とする。この場合において、任命権者又はその委任を

受けた者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号

に掲げる教育職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定め

る額を超えてはならない。

� 前項の教育職員のうち再任用教育職員以外の教育職員 当該

教育職員の勤勉手当基礎額に当該教育職員がそれぞれその基準

日現在（退職し、若しくは失職し、又は死亡した教育職員にあ

つては、退職し、若しくは失職し、又は死亡した日現在。次項

において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額を加算し

た額に１００分の９２．５を乗じて得た額の総額

� 省略

３～５ 省略

（休職者の給与）

第２０条 省略

２～４ 省略

５ 第３項に規定する教育職員が、同項に規定する期間内で第１９条

第１項に規定する基準日前１箇月以内に退職し、若しくは地方公

務員法第１６条第１号に該当して同法第２８条第４項の規定により失

職し、又は死亡したときは、第１９条第１項の規定により人事委員

会規則で定める日に、同項の例による額の期末手当を支給するこ

とができる。ただし、人事委員会規則で定める教育職員について

は、この限りでない。

６・７ 省略
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（職員の旅費に関する条例の一部改正）

第４条 職員の旅費に関する条例（昭和２８年愛媛県条例第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県職員退職手当条例の一部改正）

第５条 愛媛県職員退職手当条例（昭和２９年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（期末手当）

第１２条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条において

これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対

して支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職し

、又は死亡した職員（知事が定める職員を除く。）に

ついても、同様とする。

（勤勉手当）

第１３条 勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条において

これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対

し、その者の勤務成績に応じて支給する。これらの基準日前１箇

月以内に退職し

、又は死亡した職員（知事

が定める職員を除く。）についても、同様とする。

（退職手当）

第１４条 省略

２ 退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは、任命権

者は、当該退職をした者に対し、当該退職に係る退職手当の全部

又は一部を支給しないこととすることができる。

� 省略

� 地方公務員法第２８条第４項の規定による失職

をした者

� 省略

３～６ 省略

（期末手当）

第１２条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条において

これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対

して支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職し、若しくは

地方公務員法第１６条第１号に該当して同法第２８条第４項の規定に

より失職し、又は死亡した職員（知事が定める職員を除く。）に

ついても、同様とする。

（勤勉手当）

第１３条 勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条において

これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対

し、その者の勤務成績に応じて支給する。これらの基準日前１箇

月以内に退職し、若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して

同法第２８条第４項の規定により失職し、又は死亡した職員（知事

が定める職員を除く。）についても、同様とする。

（退職手当）

第１４条 省略

２ 退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは、任命権

者は、当該退職をした者に対し、当該退職に係る退職手当の全部

又は一部を支給しないこととすることができる。

� 省略

� 地方公務員法第２８条第４項の規定による失職（同法第１６条第

１号に該当する場合を除く。）をした者

� 省略

３～６ 省略

改 正 後 改 正 前

（旅費の支給）

第３条 省略

２ 省略

３ 職員が前項第１号の規定に該当する場合において、法第１６条第

１号若しくは第４号又は第２９条第１項各号に掲げる事由により退

職等となつた場合には、前項の規定にかかわらず、同項の規定に

よる旅費は、支給しない。

４～６ 省略

（旅費の支給）

第３条 省略

２ 省略

３ 職員が前項第１号の規定に該当する場合において、法第１６条第

２号及び第５号若しくは第２９条第１項各号に掲げる事由により退

職等となつた場合には、同項の規定にかかわらず、同項の規定に

よる旅費は、支給しない。

４～６ 省略

改 正 後 改 正 前

（懲戒免職等処分を受けた場合等の退職手当の支給制限）

第１２条 退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは、当

該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職をした者（当該退職

をした者が死亡したときは、当該退職に係る一般の退職手当等の

額の支払を受ける権利を承継した者）に対し、当該退職をした者

が占めていた職の職務及び責任、当該退職をした者の勤務の状

況、当該退職をした者が行つた非違の内容及び程度、当該非違に

（懲戒免職等処分を受けた場合等の退職手当の支給制限）

第１２条 退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは、当

該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職をした者（当該退職

をした者が死亡したときは、当該退職に係る一般の退職手当等の

額の支払を受ける権利を承継した者）に対し、当該退職をした者

が占めていた職の職務及び責任、当該退職をした者の勤務の状

況、当該退職をした者が行つた非違の内容及び程度、当該非違に

愛 媛 県 報令和元年１０月１５日 第４７号外１

２０



（愛媛県県立自然公園条例の一部改正）

第６条 愛媛県県立自然公園条例（昭和３３年愛媛県条例第５０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

第７条 愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年愛媛県条例第３８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県心身障害者扶養共済制度条例の一部改正）

第８条 愛媛県心身障害者扶養共済制度条例（昭和４５年愛媛県条例第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

至つた経緯、当該非違後における当該退職をした者の言動、当該

非違が公務の遂行に及ぼす支障の程度並びに当該非違が公務に対

する信頼に及ぼす影響を勘案して、当該一般の退職手当等の全部

又は一部を支給しないこととする処分を行うことができる。

� 省略

� 法第２８条第４項の規定による失職

又はこれに準ずる退職をした者

２・３ 省略

至つた経緯、当該非違後における当該退職をした者の言動、当該

非違が公務の遂行に及ぼす支障の程度並びに当該非違が公務に対

する信頼に及ぼす影響を勘案して、当該一般の退職手当等の全部

又は一部を支給しないこととする処分を行うことができる。

� 省略

� 法第２８条第４項の規定による失職（法第１６条第１号に該当す

る場合を除く。）又はこれに準ずる退職をした者

２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

（指定認定機関）

第２４条 省略

２ 省略

３ 次の各号のいずれかに該当する者は、指定を受けることができ

ない。

� 未成年者

� 心身の故障によりその認定関係事務を適確に行うことができ

ない者として規則で定める者

� 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

� 省略

� 省略

� 省略

４～６ 省略

（指定認定機関に対する監督命令等）

第２８条 省略

２ 知事は、指定認定機関が第２４条第３項各号（第５号を除く。）

のいずれかに該当するに至つたときは、指定を取り消さなければ

ならない。

３・４ 省略

（指定認定機関）

第２４条 省略

２ 省略

３ 次の各号のいずれかに該当する者は、指定を受けることができ

ない。

� 未成年者、成年被後見人又は被保佐人

� 破産者で復権を得ないもの

� 省略

� 省略

� 省略

４～６ 省略

（指定認定機関に対する監督命令等）

第２８条 省略

２ 知事は、指定認定機関が第２４条第３項各号（第４号を除く。）

のいずれかに該当するに至つたときは、指定を取り消さなければ

ならない。

３・４ 省略

改 正 後 改 正 前

（退職手当）

第１６条 省略

２ 退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは、管理者

は、当該退職をした者に対し、当該退職に係る退職手当の全部又

は一部を支給しないこととすることができる。

� 省略

� 地方公務員法第２８条第４項の規定による失職

をした者

� 省略

３～６ 省略

（退職手当）

第１６条 省略

２ 退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは、管理者

は、当該退職をした者に対し、当該退職に係る退職手当の全部又

は一部を支給しないこととすることができる。

� 省略

� 地方公務員法第２８条第４項の規定による失職（同法第１６条第

１号に該当する場合を除く。）をした者

� 省略

３～６ 省略
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附 則

１ この条例は、令和元年１２月１４日から施行する。

２ この条例の施行の日前に成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律（令和元年法律

第３７号）第４４条の規定による改正前の地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条第１号に該当して同法第２８条第４項の規定により失職

した職員に係る期末手当及び勤勉手当の支給については、第１条の規定による改正後の職員の給与に関する条例第１９条第１項及び第４項、

第１９条の２第２号（同条例第１９条の４第５項及び第２１条第６項において準用する場合を含む。）、第１９条の４第１項及び第２項第１号並

びに第２１条第５項、第２条の規定による改正後の教育職員の給与に関する条例第１９条第１項及び第４項、第１９条の２第２号（同条例第１９

条の４第５項及び第２０条第６項において準用する場合を含む。）、第１９条の４第１項及び第２項第１号並びに第２０条第５項並びに第３条

の規定による改正後の技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例第１２条及び第１３条の規定にかかわらず、なお従前の例による。

�愛媛県条例第９号
愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和元年１０月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例

愛媛県職員退職手当条例（昭和２９年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（年金管理者）

第１０条 省略

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、年金管理者となることが

できない。

� 精神の機能の障害により年金の受領及び管理を適正に行うに

当たつて必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことがで

きない者

� 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

３～７ 省略

（年金管理者）

第１０条 省略

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、年金管理者となることが

できない。

� 成年被後見人又は被保佐人

� 破産者であつて復権を得ないもの

３～７ 省略

改 正 後 改 正 前

附 則

３３ 平成１６年３月３１日に国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）

附則別表 の上欄に掲げる機関（以下「旧機関」という。）の

職員として在職する者が、同法附則第４条の規定により引き続い

て国立大学法人等（同法第２条第１項に規定する国立大学法人及

び同条第３項に規定する大学共同利用機関法人をいう。以下同

じ。）の職員となり、かつ、引き続き国立大学法人等の職員とし

て在職した後引き続いて職員となつた場合におけるその者の退職

手当の算定の基礎となる勤続期間の計算については、その者の国

立大学法人等の職員としての引き続いた在職期間を職員としての

引き続いた在職期間とみなす。ただし、その者が国立大学法人等

を退職したことにより退職手当（これに相当する給付を含む。）

の支給を受けているときは、この限りでない。

３４ 旧機関（学校教育法等の一部を改正する法律（令和元年法律第

１１号）第２条の規定による改正前の国立大学法人法附則第１７条に

規定する大学及び同法附則別表第２の上欄に掲げる国立短期大学

を含む。）の職員が、引き続いて職員となり、かつ、引き続いて

職員として在職した後引き続いて国立大学法人等の職員となつた

場合において、その者の職員としての勤続期間が、当該国立大学

法人等の退職手当の支給の基準（国立大学法人法第３５条において

準用する独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第５０条の

１０第２項に規定する基準をいう。）により、当該国立大学法人等

附 則

３３ 平成１６年３月３１日に国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）

附則別表第１の上欄に掲げる機関（以下「旧機関」という。）の

職員として在職する者が、同法附則第４条の規定により引き続い

て国立大学法人等（同法第２条第１項に規定する国立大学法人及

び同条第３項に規定する大学共同利用機関法人をいう。以下同

じ。）の職員となり、かつ、引き続き国立大学法人等の職員とし

て在職した後引き続いて職員となつた場合におけるその者の退職

手当の算定の基礎となる勤続期間の計算については、その者の国

立大学法人等の職員としての引き続いた在職期間を職員としての

引き続いた在職期間とみなす。ただし、その者が国立大学法人等

を退職したことにより退職手当（これに相当する給付を含む。）

の支給を受けているときは、この限りでない。

３４ 旧機関（

国立大学法人法附則第１７条に

規定する大学及び同法附則別表第２の上欄に掲げる国立短期大学

を含む。）の職員が、引き続いて職員となり、かつ、引き続いて

職員として在職した後引き続いて国立大学法人等の職員となつた

場合において、その者の職員としての勤続期間が、当該国立大学

法人等の退職手当の支給の基準（国立大学法人法第３５条において

準用する独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第５０条の

１０第２項に規定する基準をいう。）により、当該国立大学法人等

愛 媛 県 報令和元年１０月１５日 第４７号外１
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附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１０号
愛媛県子ども子育て応援基金条例を次のように公布する。

令和元年１０月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県子ども子育て応援基金条例

（設置）

第１条 子ども及び子育て世帯を支援するための施策の実施に要する経費の財源に充てるため、子ども子育て応援基金（以下「基金」とい

う。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、次に掲げる額の合計額として一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める額とする。

� 前条の施策の実施のために寄附された寄附金の額に相当する額

� 前号の寄附金の額に相当する額を基準として知事が必要と認める額

２ 前項に定めるもののほか、基金は、必要があるときは、予算の定めるところにより、積立てをすることができる。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入する。

（処分）

第５条 基金は、第１条の目的を達成するための事業に要する経費に充てるため、その全部又は一部を処分することができる。

（繰替運用）

第６条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替

えて運用することができる。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第１１号
愛媛県手数料条例の一部を改正する等の条例を次のように公布する。

令和元年１０月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県手数料条例の一部を改正する等の条例

（愛媛県手数料条例の一部改正）

第１条 愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

の職員としての勤続期間に通算されることに定められているとき

は、人事委員会規則で定める場合を除き、この条例の規定による

退職手当は、支給しない。

の職員としての勤続期間に通算されることに定められているとき

は、人事委員会規則で定める場合を除き、この条例の規定による

退職手当は、支給しない。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１～３ 省略

４ 農林水産関係事務手数料

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１～３ 省略

４ 農林水産関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～４６ 省略 １～４６ 省略

４７ 卸売市場法（昭和４６年法律第

３５号）第１３条第１項の規定に基

地方卸売市

場認定申請

６，０００円
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（愛媛県卸売市場条例の廃止）

第２条 愛媛県卸売市場条例（昭和４７年愛媛県条例第２５号）は、廃止する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和元年１２月２１日から施行する。ただし、第２条及び附則第３項の規定は、令和２年６月２１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日から令和２年６月２０日までの間における第１条の規定による改正後の愛媛県手数料条例別表４の表４７の項の規定の

適用については、同項の左欄中「卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）第１３条第１項」とあるのは、「卸売市場法及び食品流通構造改善促

進法の一部を改正する法律（平成３０年法律第６２号）附則第３条第４項」とする。

（愛媛県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部改正）

３ 愛媛県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１７年愛媛県条例第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県条例第１２号
愛媛県県道の構造の技術的基準等を定める条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和元年１０月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県道の構造の技術的基準等を定める条例の一部を改正する条例

愛媛県県道の構造の技術的基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第７４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

づく地方卸売市場の認定の申請

に対する審査

手数料

４８ 省略 ４６の２ 省略

４９ 省略 ４６の３ 省略

４７ 削除

４８ 削除

４９ 削除

５０～６１ 省略 ５０～６１ 省略

備考 省略 備考 省略

５・６ 省略 ５・６ 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第７条関係） 別表（第７条関係）

１～４ 省略 １～４ 省略

５ 愛媛県卸売市場条例（昭和４７

年愛媛県条例第２５号）

第９条第１項

及び第３項

第４条

５ 省略 ６ 省略

６ 省略 ７ 省略

７ 省略 ８ 省略

８ 省略 ９ 省略

改 正 後 改 正 前

（車線等）

第４条 車道（副道、停車帯、自転車通行帯その他道路構造令施行

規則（昭和４６年建設省令第７号。以下「省令」という。）第２条

に掲げる部分を除く。）は、車線により構成されるものとする。

ただし、第３種第５級又は第４種第４級の道路にあっては、この

（車線等）

第４条 車道（副道、停車帯 その他道路構造令施行

規則（昭和４６年建設省令第７号。以下「省令」という。）第２条

に掲げる部分を除く。）は、車線により構成されるものとする。

ただし、第３種第５級又は第４種第４級の道路にあっては、この
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限りでない。

２～４ 省略

５ 第３種第５級又は第４種第４級の普通道路の車道（自転車通行

帯を除く。）の幅員は、４メートルとするものとする。ただし、

当該普通道路の計画交通量が極めて少なく、かつ、地形の状況そ

の他の特別の理由によりやむを得ない場合又は第３４条の規定によ
さく

り車道に狭窄部を設ける場合においては、３メートルとすること

ができる。

（副道）

第６条 省略

２ 副道（自転車通行帯を除く。）の幅員は、４メートルを標準と

するものとする。

第８条 省略

（自転車通行帯）

第８条の２ 自動車及び自転車の交通量が多い第３種又は第４種の

道路（自転車道を設ける道路を除く。）には、車道の左端寄り

（停車帯を設ける道路にあっては、停車帯の右側。次項において

同じ。）に自転車通行帯を設けるものとする。ただし、地形の状

況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、この

限りでない。

２ 自転車の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路又は自動車

及び歩行者の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路（自転車

道を設ける道路及び前項に規定する道路を除く。）には、安全か

つ円滑な交通を確保するため自転車の通行を分離する必要がある

場合においては、車道の左端寄りに自転車通行帯を設けるものと

する。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得な

い場合においては、この限りでない。

３ 自転車通行帯の幅員は、１．５メートル以上とするものとする。

ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合

においては、１メートルまで縮小することができる。

４ 自転車通行帯の幅員は、当該道路の自転車の交通の状況を考慮

して定めるものとする。

（自転車道）

第１０条 自動車及び自転車の交通量が多い第３種（第４級及び第５

級を除く。次項において同じ。）又は第４種（第３級及び第４級

を除く。同項において同じ。）の道路で設計速度が１時間につき

６０キロメートル以上であるものには、自転車道を道路の各側に設

けるものとする。ただし、地形の状況その他の特別の理由により

やむを得ない場合においては、この限りでない。

２ 自転車の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路又は自動車

及び歩行者の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路で設計速

度が１時間につき６０キロメートル以上であるもの（前項に規定す

る道路を除く。）には、安全かつ円滑な交通を確保するため自転

車の通行を分離する必要がある場合においては、自転車道を道路

の各側に設けるものとする。ただし、地形の状況その他の特別の

理由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。

３～５ 省略

（自転車歩行者道）

第１１条 自動車の交通量が多い第３種又は第４種の道路（自転車道

又は自転車通行帯を設ける道路を除く。）には、自転車歩行者道

を道路の各側に設けるものとする。ただし、地形の状況その他の

特別の理由によりやむを得ない場合においては、この限りでな

い。

限りでない。

２～４ 省略

５ 第３種第５級又は第４種第４級の普通道路の車道

の幅員は、４メートルとするものとする。ただし、

当該普通道路の計画交通量が極めて少なく、かつ、地形の状況そ

の他の特別の理由によりやむを得ない場合又は第３４条の規定によ
さく

り車道に狭窄部を設ける場合においては、３メートルとすること

ができる。

（副道）

第６条 省略

２ 副道 の幅員は、４メートルを標準と

するものとする。

第８条 省略

（自転車道）

第１０条 自動車及び自転車の交通量が多い第３種

又は第４種の道路

には、自転車道を道路の各側に設

けるものとする。ただし、地形の状況その他の特別の理由により

やむを得ない場合においては、この限りでない。

２ 自転車の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路又は自動車

及び歩行者の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路

（前項に規定す

る道路を除く。）には、安全かつ円滑な交通を確保するため自転

車の通行を分離する必要がある場合においては、自転車道を道路

の各側に設けるものとする。ただし、地形の状況その他の特別の

理由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。

３～５ 省略

（自転車歩行者道）

第１１条 自動車の交通量が多い第３種又は第４種の道路（自転車道

を設ける道路を除く。）には、自転車歩行者道

を道路の各側に設けるものとする。ただし、地形の状況その他の

特別の理由によりやむを得ない場合においては、この限りでな

い。
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附 則

この条例は、公布の日から施行する。

２～４ 省略

（歩道）

第１２条 第４種（第４級を除く。）の道路（自転車歩行者道を設け

る道路を除く。）、歩行者の交通量が多い第３種（第５級を除

く。）の道路（自転車歩行者道を設ける道路を除く。）又は自転

車道若しくは自転車通行帯を設ける第３種若しくは第４種第４級

の道路には、その各側に歩道を設けるものとする。ただし、地形

の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、

この限りでない。

２～５ 省略

（待避所）

第３２条 第３種第５級の道路には、次に定めるところにより、待避

所を設けるものとする。ただし、交通に及ぼす支障が少ない道路

については、この限りでない。

�・� 省略

� 待避所の長さは、２０メートル以上とし、その区間の車道（自

転車通行帯を除く。）の幅員は、５メートル以上とすること。

（区分が変更される県道の特例）

第４１条 県道の区域を変更し、当該変更に係る部分を市町村道とす

る計画がある場合において、当該部分を当該市町村道とすること

により政令第３条第２項の規定による区分が変更されることとな

るときは、第３条（政令第３条第４項及び第５項に係る部分に限

る。）、第４条、第５条第１項、第４項及び第６項、第７条第２

項、第３項、第５項から第７項まで、第１０項及び第１２項、第８条

第１項、第１０条 第１項 及 び 第２項、第１１条 第３項、第１２条 第１

項、第２項及び第４項、第１４条第１項、第１５条第１項、第１８条、

第１９条、第２０条第１項、第２２条、第２４条第２項、第２５条第３項、

第２９条第３項、第３２条並びに第３４条の規定の適用については、当

該変更後の区分を当該県道の区分とみなす。

（小区間改築の場合の特例）

第４２条 道路の交通に著しい支障がある小区間について応急措置と

して改築を行う場合（次項に規定する改築を行う場合を除く。）

において、これに隣接する他の区間の道路の構造が、第４条、第

５条第４項から第６項 ま で、第６条、第８条、第８条 の２第３

項、第９条、第１０条第３項、第１１条第２項及び第３項、第１２条第

３項及び第４項、第１４条第２項及び第３項、第１７条から第２４条ま

で、第２５条第３項及び第４項並びに第２７条の規定による基準に適

合していないためこれらの規定による基準をそのまま適用するこ

とが適当でないと認められるときは、これらの規定による基準に

よらないことができる。

２ 道路の交通の安全の保持に著しい支障がある小区間について応

急措置として改築を行う場合において、当該道路の状況等からみ

て第４条、第５条第４項から第６項まで、第６条、第７条第２

項、第８条、第８条の２第３項、第９条、第１０条第３項、第１１条

第２項及び第３項、第１２条第３項及び第４項、第１４条第２項及び

第３項、第２１条 第１項、第２３条 第２項、第２５条 第３項 及 び 第４

項、次条第１項及び第２項並びに第４４条第１項の規定による基準

をそのまま適用することが適当でないと認められるときは、これ

らの規定による基準によらないことができる。

２～４ 省略

（歩道）

第１２条 第４種（第４級を除く。）の道路（自転車歩行者道を設け

る道路を除く。）、歩行者の交通量が多い第３種（第５級を除

く。）の道路（自転車歩行者道を設ける道路を除く。）又は自転

車道 を設ける第３種若しくは第４種第４級

の道路には、その各側に歩道を設けるものとする。ただし、地形

の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、

この限りでない。

２～５ 省略

（待避所）

第３２条 第３種第５級の道路には、次に定めるところにより、待避

所を設けるものとする。ただし、交通に及ぼす支障が少ない道路

については、この限りでない。

�・� 省略

� 待避所の長さは、２０メートル以上とし、その区間の車道

の幅員は、５メートル以上とすること。

（区分が変更される県道の特例）

第４１条 県道の区域を変更し、当該変更に係る部分を市町村道とす

る計画がある場合において、当該部分を当該市町村道とすること

により政令第３条第２項の規定による区分が変更されることとな

るときは、第３条（政令第３条第４項及び第５項に係る部分に限

る。）、第４条、第５条第１項、第４項及び第６項、第７条第２

項、第３項、第５項から第７項まで、第１０項及び第１２項、第８条

第１項 、第１１条 第３項、第１２条 第１

項、第２項及び第４項、第１４条第１項、第１５条第１項、第１８条、

第１９条、第２０条第１項、第２２条、第２４条第２項、第２５条第３項、

第２９条第３項、第３２条並びに第３４条の規定の適用については、当

該変更後の区分を当該県道の区分とみなす。

（小区間改築の場合の特例）

第４２条 道路の交通に著しい支障がある小区間について応急措置と

して改築を行う場合（次項に規定する改築を行う場合を除く。）

において、これに隣接する他の区間の道路の構造が、第４条、第

５条第４項から第６項まで、第６条、第８条

、第９条、第１０条第３項、第１１条第２項及び第３項、第１２条第

３項及び第４項、第１４条第２項及び第３項、第１７条から第２４条ま

で、第２５条第３項及び第４項並びに第２７条の規定による基準に適

合していないためこれらの規定による基準をそのまま適用するこ

とが適当でないと認められるときは、これらの規定による基準に

よらないことができる。

２ 道路の交通の安全の保持に著しい支障がある小区間について応

急措置として改築を行う場合において、当該道路の状況等からみ

て第４条、第５条第４項から第６項まで、第６条、第７条第２

項、第８条 、第９条、第１０条第３項、第１１条

第２項及び第３項、第１２条第３項及び第４項、第１４条第２項及び

第３項、第２１条 第１項、第２３条 第２項、第２５条 第３項 及 び 第４

項、次条第１項及び第２項並びに第４４条第１項の規定による基準

をそのまま適用することが適当でないと認められるときは、これ

らの規定による基準によらないことができる。
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�愛媛県条例第１３号
愛媛県手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和元年１０月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県手数料条例の一部を改正する条例

第１条 愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１～４ 省略

５ 土木関係事務手数料

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１～４ 省略

５ 土木関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～１０１の１１

省略

１～１０１の１１

省略

１０１の１２ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律第２９条第

１項の規定

に基づく建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

の認定の申

請に対する

審査

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画認定

申請手

数料

次に掲げる当該申請を行う者の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

� 建築物エネルギー消費性能向上

計画が建築基準法第６条第１項に

規定する建築基準関係規定に適合

するかどうかの審査を申し出ない

者 次に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ア 建築物エネルギー消費性能向

上計画に建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律第２９

条第３項の他の建築物に関する

事項を記載しない場合 次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

� 同法第３０条第１項に掲げる

基準の適合性に関し、住宅の

品質確保の促進等に関する法

律第５条第１項に規定する登

録住宅性能評価機関若しくは

建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律第１５条第

１項に規定する登録建築物エ

ネルギー消費性能判定機関の

技術的審査を受けている場合

又は住宅の品質確保の促進等

に関する法律第６条第１項に

規定する設計住宅性能評価書

の交付を受けている場合 次

に掲げる建築物の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ａ １戸建ての住宅（人の居

住の用以外の用に供する部

分（以下この項において

「非住宅部分」という。）

を有しないものに限る。以

下この項において同じ。）

１０１の１２ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律第２９条第

１項の規定

に基づく建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

の認定の申

請に対する

審査

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画認定

申請手

数料

次に掲げる当該申請を行う者の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

� 建築物エネルギー消費性能向上

計画が建築基準法第６条第１項に

規定する建築基準関係規定に適合

するかどうかの審査を申し出ない

者 次に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ア 建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律第３０条第１

項に掲げる基準の適合性に関

し、住宅の品質確保の促進等に

関する法律第５条第１項に規定

する登録住宅性能評価機関若し

くは建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律第１５条第

１項に規定する登録建築物エネ

ルギー消費性能判定機関の技術

的審査を受けている場合又は住

宅の品質確保の促進等に関する

法律第６条第１項に規定する設

計住宅性能評価書の交付を受け

ている場合 次に掲げる建築物

の区分に応じ、それぞれ次に定

める金額

� １戸建ての住宅（人の居住

の用以外の用に供する部分

（以下この項において「非住

宅部分」という。）を有しな

いものに限る。以下この項に

おいて同じ。） ５，５００円

� 共同住宅等（共同住宅、長

屋その他１戸建ての住宅以外

の住宅をいう。以下この項に

おいて同じ。） 次に掲げる

申請の対象とする範囲の区分

に応じ、それぞれ次に定める
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５，５００円

ｂ 共同住宅等（共同住宅、

長屋その他１戸建ての住宅

以外の住宅をいう。以下こ

の項において同じ。） 次

に掲げる申請の対象とする

範囲の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

� 住戸 申請に係る住戸

の数について、次に掲げ

る戸数の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

� １戸 ５，５００円

� ２戸以上４戸以下

１０，７００円

� ５戸以上１５戸以下

２２，３００円

� １６戸以上４５戸以下

４９，５００円

� ４６戸以上 ８８，６００円

� 住棟全体又は住戸及び

住棟全体 住棟の総戸数

について、�に掲げる戸

数の区分に応じ、それぞ

れ�に定める金額

ｃ 非住宅建築物（人の居住

の用に供する部分を有しな

い建築物をいう。以下この

項において同じ。） 床面

積の合計について、次に掲

げる面積の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

� ３００平方メートル未満

１０，６００円

� ３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未満

２９，３００円

� ２，０００平方メートル以

上５，０００平方メートル未

満 ８７，１００円

� ５，０００平方メートル以

上１０，０００平方メートル未

満 １３７，７００円

� １０，０００平方メートル以

上２５，０００平方メートル未

満 １７３，８００円

� ２５，０００平方メートル以

上 ２１７，１００円

ｄ 複合建築物（住宅の部分

及び非住宅部分を有する建

築物をいう。以下この項に

おいて同じ。） 次に掲げ

る申請の対象とする範囲の

金額

ａ 住戸 申請に係る住戸の

数について、次に掲げる戸

数の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

� １戸 ５，５００円

� ２戸以上４戸以下 １

０，７００円

� ５戸以上１５戸以下 ２

２，３００円

� １６戸以上４５戸以下 ４

９，５００円

� ４６戸以上 ８８，６００円

ｂ 住棟全体又は住戸及び住

棟全体 住棟の総戸数につ

いて、ａに掲げる戸数の区

分に応じ、それぞれａに定

める金額

� 非住宅建築物（人の居住の

用に供する部分を有しない建

築物をいう。以下この項にお

いて同じ。） 床面積の合計

について、次に掲げる面積の

区分に応じ、それぞれ次に定

める金額

ａ ３００平方メートル未満 １

０，６００円

ｂ ３００平方メートル以上２，０

００平方メートル未満 ２９，３

００円

ｃ ２，０００平方メートル以上

５，０００平方メートル未満 ８

７，１００円

ｄ ５，０００平方メートル以上１

０，０００平方メートル未満 １

３７，７００円

ｅ １０，０００平方メートル以上

２５，０００平方メートル未満

１７３，８００円

ｆ ２５，０００平方メートル以上

２１７，１００円

� 複合建築物（住宅の部分及

び非住宅部分を有する建築物

をいう。以下この項において

同じ。） 次に掲げる申請の

対象とする範囲の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ａ 住戸 申請に係る住戸の

数について、�ａに掲げる

戸数の区分に応じ、それぞ

れ�ａに定める金額

ｂ 非住宅部分 床面積の合

計について、�に掲げる面
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区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

� 住戸 申請に係る住戸

の数について、ｂ�に掲

げる戸数の区分に応じ、

それぞれｂ�に定める金

額

� 非住宅部分 床面積の

合計について、ｃに掲げ

る面積の区分に応じ、そ

れぞれｃに定める金額

� 住戸及び非住宅部分

次に掲げる額を合算した

金額

� 申請に係る住戸の数

について、ｂ�に掲げ

る戸数の区分に応じ、

それぞれｂ�に定める

金額と同一の額

� 非住宅部分の床面積

の合計について、ｃに

掲げる面積の区分に応

じ、それぞれｃに定め

る金額と同一の額

� 複合建築物全体、住戸

及び複合建築物全体、非

住宅部分及び複合建築物

全体又は住戸、非住宅部

分及び複合建築物全体

次に掲げる額を合算した

金額

� 住戸の総戸数につい

て、ｂ�に掲げる戸数

の区分に応じ、それぞ

れｂ�に定める金額と

同一の額

� 非住宅部分の床面積

の合計について、ｃに

掲げる面積の区分に応

じ、それぞれｃに定め

る金額と同一の額

� その他の場合 次に掲げる

建築物の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

ａ １戸建ての住宅 床面積

の合計について、次に掲げ

る面積の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

� ２００平方メートル未満

３７，３００円

� ２００平方メートル以上

４１，６００円

ｂ 共同住宅等 次に掲げる

積の区分に応じ、それぞれ

�に定める金額

ｃ 住戸及び非住宅部分 次

に掲げる額を合算した金額

� 申請に係る住戸の数に

ついて、�ａに掲げる戸

数の区分に応じ、それぞ

れ�ａに定める金額と同

一の額

� 非住宅部分の床面積の

合計について、�に掲げ

る面積の区分に応じ、そ

れぞれ�に定める金額と

同一の額

ｄ 複合建築物全体、住戸及

び複合建築物全体、非住宅

部分及び複合建築物全体又

は住戸、非住宅部分及び複

合建築物全体 次に掲げる

額を合算した金額

� 住戸の総戸数につい

て、�ａに掲げる戸数の

区分に応じ、それぞれ�

ａに定める金額と同一の

額

� 非住宅部分の床面積の

合計について、�に掲げ

る面積の区分に応じ、そ

れぞれ�に定める金額と

同一の額

イ その他の場合 次に掲げる建

築物の区分に応じ、それぞれ次

に定める金額

� １戸建ての住宅 床面積の

合計について、次に掲げる面

積の区分に応じ、それぞれ次

に定める金額

ａ ２００平方メートル未満 ３

７，３００円

ｂ ２００平方メートル以上 ４

１，６００円

� 共同住宅等 次に掲げる申

請の対象とする範囲の区分に

応じ、それぞれ次に定める金

額

ａ 住戸 申請に係る住戸の

数について、次に掲げる戸

数の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

� １戸（床面積の合計が

２００平方メートル未満の

住戸に限る。） ３７，３００

円
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申請の対象とする範囲の区

分に応じ、それぞれ次に定

める金額

� 住戸 申請に係る住戸

の数について、次に掲げ

る戸数の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

� １戸（床面積の合計

が２００平方メートル未

満の住戸に限る。）

３７，３００円

� １戸（床面積の合計

が２００平方メートル以

上の住戸に限る。）

４１，６００円

� ２戸以上４戸以下

７５，０００円

� ５戸以上１５戸以下

１２４，９００円

� １６戸以上４５戸以下

２１２，７００円

� ４６戸以上 ３０５，３００

円

� 住棟全体又は住戸及び

住棟全体 住棟の総戸数

について、�に掲げる戸

数の区分に応じ、それぞ

れ�に定める金額

ｃ 非住宅建築物 次に掲げ

る審査の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

� 建築物エネルギー消費

性能基準等を定める省令

第１０条第１号イ�及びロ

�に掲げる基準による審

査 床面積の合計につい

て、次に掲げる面積の区

分に応じ、それぞれ次に

定める金額

� ３００平方メートル未

満 ２４６，０００円

� ３００平方メートル以

上２，０００平方メートル

未満 ３９７，７００円

� ２，０００平方メートル

以上５，０００平方メート

ル未満 ５６７，５００円

� ５，０００平方メートル

以上１０，０００平方メート

ル未満 ６９８，９００円

� １０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メート

ル未満 ８２６，１００円

� １戸（床面積の合計が

２００平方メートル以上の

住戸に限る。） ４１，６００

円

� ２戸以上４戸以下 ７

５，０００円

� ５戸以上１５戸以下 １２

４，９００円

� １６戸以上４５戸以下 ２１

２，７００円

� ４６戸以上 ３０５，３００円

ｂ 住棟全体又は住戸及び住

棟全体 住棟の総戸数につ

いて、ａに掲げる戸数の区

分に応じ、それぞれａに定

める金額

� 非住宅建築物 次に掲げる

審査の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ａ 建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第１０

条第１号イ�及びロ�に掲

げる基準による審査 床面

積の合計について、次に掲

げる面積の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

� ３００平方メートル未満

２４６，０００円

� ３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未満

３９７，７００円

� ２，０００平方メートル以

上５，０００平方メートル未

満 ５６７，５００円

� ５，０００平方メートル以

上１０，０００平方メートル未

満 ６９８，９００円

� １０，０００平方メートル以

上２５，０００平方メートル未

満 ８２６，１００円

� ２５，０００平方メートル以

上 ９４２，４００円

ｂ 同号イ	及びロ	に掲げ

る基準による審査 床面積

の合計について、次に掲げ

る面積の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

� ３００平方メートル未満

９４，３００円

� ３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未満

１５７，９００円

� ２，０００平方メートル以
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� ２５，０００平方メートル

以上 ９４２，４００円

� 同号イ�及びロ�に掲

げる基準による審査 床

面積の合計について、次

に掲げる面積の区分に応

じ、それぞれ次に定める

金額

� ３００平方メートル未

満 ９４，３００円

� ３００平方メートル以

上２，０００平方メートル

未満 １５７，９００円

� ２，０００平方メートル

以上５，０００平方メート

ル未満 ２５５，４００円

� ５，０００平方メートル

以上１０，０００平方メート

ル未満 ３３３，４００円

� １０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メート

ル未満 ４００，６００円

� ２５，０００平方メートル

以上 ４７０，０００円

ｄ 複合建築物 次に掲げる

申請の対象とする範囲の区

分に応じ、それぞれ次に定

める金額

� 住戸 申請に係る住戸

の数について、ｂ�に掲

げる戸数の区分に応じ、

それぞれｂ�に定める金

額

� 非住宅部分 床面積の

合計について、ｃ�又は

�に掲げる面積の区分に

応じ、それぞれｃ�又は

�に定める金額

� 住戸及び非住宅部分

次に掲げる額を合算した

金額

� 申請に係る住戸の数

について、ｂ�に掲げ

る戸数の区分に応じ、

それぞれｂ�に定める

金額と同一の額

� 非住宅部分の床面積

の合計について、ｃ�

又は�に掲げる面積の

区分に応じ、それぞれ

ｃ�又は�に定める金

額と同一の額

� 複合建築物全体、住戸

上５，０００平方メートル未

満 ２５５，４００円

� ５，０００平方メートル以

上１０，０００平方メートル未

満 ３３３，４００円

� １０，０００平方メートル以

上２５，０００平方メートル未

満 ４００，６００円

� ２５，０００平方メートル以

上 ４７０，０００円

� 複合建築物 次に掲げる申

請の対象とする範囲の区分に

応じ、それぞれ次に定める金

額

ａ 住戸 申請に係る住戸の

数について、�ａに掲げる

戸数の区分に応じ、それぞ

れ�ａに定める金額

ｂ 非住宅部分 床面積の合

計について、�ａ又はｂに

掲げる面積の区分に応じ、

それぞれ�ａ又はｂに定め

る金額

ｃ 住戸及び非住宅部分 次

に掲げる額を合算した金額

� 申請に係る住戸の数に

ついて、�ａに掲げる戸

数の区分に応じ、それぞ

れ�ａに定める金額と同

一の額

� 非住宅部分の床面積の

合計について、�ａ又は

ｂに掲げる面積の区分に

応じ、それぞれ�ａ又は

ｂに定める金額と同一の

額

ｄ 複合建築物全体、住戸及

び複合建築物全体、非住宅

部分及び複合建築物全体又

は住戸、非住宅部分及び複

合建築物全体 次に掲げる

額を合算した金額

� 住戸の総戸数につい

て、�ａに掲げる戸数の

区分に応じ、それぞれ�

ａに定める金額と同一の

額

� 非住宅部分の床面積の

合計について、�ａ又は

ｂに掲げる面積の区分に

応じ、それぞれ�ａ又は

ｂに定める金額と同一の

額
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及び複合建築物全体、非

住宅部分及び複合建築物

全体又は住戸、非住宅部

分及び複合建築物全体

次に掲げる額を合算した

金額

� 住戸の総戸数につい

て、ｂ�に掲げる戸数

の区分に応じ、それぞ

れｂ�に定める金額と

同一の額

� 非住宅部分の床面積

の合計について、ｃ�

又は�に掲げる面積の

区分に応じ、それぞれ

ｃ�又は�に定める金

額と同一の額

イ 建築物エネルギー消費性能向

上計画に建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律第２９

条第３項の他の建築物に関する

事項を記載する場合 当該建築

物エネルギー消費性能向上計画

に係る一の建築物につきアに掲

げる場合の区分に応じ、それぞ

れアに定める金額

� 省略 � 省略

１０１の１３ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律第３１条第

１項の規定

に基づく建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

の変更の認

定の申請に

対する審査

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画変更

認定申

請手数

料

次に掲げる当該申請を行う者の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

（当該金額に１００円未満の端数があ

るときは、これを四捨五入する。）

� 変更に係る建築物エネルギー消

費性能向上計画が建築基準法第６

条第１項に規定する建築基準関係

規定に適合するかどうかの審査を

申し出ない者 次に掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

ア １０１の１２の項の右欄�アに掲

げる場合 当該場合の区分に応

じ、それぞれ当該手数料の金額

の２分の１に相当する金額

イ 同欄�イに掲げる場合 建築

物エネルギー消費性能向上計画

の変更に係る一の建築物につき

同欄�アに掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ当該手数料の金

額の２分の１に相当する金額

（建築物エネルギー消費性能向

上計画の変更により新たに当該

建築物エネルギー消費性能向上

１０１の１３ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律第３１条第

１項の規定

に基づく建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

の変更の認

定の申請に

対する審査

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画変更

認定申

請手数

料

次に掲げる当該申請を行う者の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

（当該金額に１００円未満の端数があ

るときは、これを四捨五入する。）

� 変更に係る建築物エネルギー消

費性能向上計画が建築基準法第６

条第１項に規定する建築基準関係

規定に適合するかどうかの審査を

申し出ない者 １０１の１２の項の右

欄�ア又はイに掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ当該手数料の金

額の２分の１に相当する金額
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第２条 愛媛県手数料条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

計画の対象となった建築物にあ

っては、同欄�アに掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ同欄�

アに定める金額）

� 変更に係る建築物エネルギー消

費性能向上計画が同条第１項

に規定する建築基準関係

規定に適合するかどうかの審査を

申し出る者 次に掲げる額（ウに

掲げる額にあっては、当該審査に

同法第８７条の４の昇降機に係る部

分が含まれる場合に限る。）を合

算した金額

ア �ア又はイに掲げる場合の区

分に応じ、それぞれ当該手数料

の金額と同一の額

イ・ウ 省略

� 変更に係る建築物エネルギー消

費性能向上計画が建築基準法第６

条第１項に規定する建築基準関係

規定に適合するかどうかの審査を

申し出る者 次に掲げる額（ウに

掲げる額にあっては、当該審査に

同法第８７条の４の昇降機に係る部

分が含まれる場合に限る。）を合

算した金額

ア １０１の１２の項の右欄�ア又は

イに掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ当該手数料の金額の２

分の１に相当する額

イ・ウ 省略

１０１の１４～１０２

省略

１０１の１４～１０２

省略

備考 省略 備考 省略

６ 省略 ６ 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１～４ 省略

５ 土木関係事務手数料

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１～４ 省略

５ 土木関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～１０１の１１

省略

１～１０１の１１

省略

１０１の１２ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律第３４条第

１項の規定

に基づく建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

の認定の申

請に対する

審査

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画認定

申請手

数料

次に掲げる当該申請を行う者の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

� 建築物エネルギー消費性能向上

計画が建築基準法第６条第１項に

規定する建築基準関係規定に適合

するかどうかの審査を申し出ない

者 次に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ア 建築物エネルギー消費性能向

上計画に建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律第３４

条第３項の他の建築物に関する

事項を記載しない場合 次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

� 同法第３５条第１項に掲げる

基準の適合性に関し、住宅の

品質確保の促進等に関する法

律第５条第１項に規定する登

１０１の１２ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律第２９条第

１項の規定

に基づく建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

の認定の申

請に対する

審査

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画認定

申請手

数料

次に掲げる当該申請を行う者の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

� 建築物エネルギー消費性能向上

計画が建築基準法第６条第１項に

規定する建築基準関係規定に適合

するかどうかの審査を申し出ない

者 次に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ア 建築物エネルギー消費性能向

上計画に建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律第２９

条第３項の他の建築物に関する

事項を記載しない場合 次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

� 同法第３０条第１項に掲げる

基準の適合性に関し、住宅の

品質確保の促進等に関する法

律第５条第１項に規定する登
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録住宅性能評価機関若しくは

建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律第１５条第

１項に規定する登録建築物エ

ネルギー消費性能判定機関の

技術的審査を受けている場合

又は住宅の品質確保の促進等

に関する法律第６条第１項に

規定する設計住宅性能評価書

の交付を受けている場合 次

に掲げる建築物の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ａ～ｄ 省略

� 省略

イ 建築物エネルギー消費性能向

上計画に建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律第３４

条第３項の他の建築物に関する

事項を記載する場合 当該建築

物エネルギー消費性能向上計画

に係る一の建築物につきアに掲

げる場合の区分に応じ、それぞ

れアに定める金額

� 省略

録住宅性能評価機関若しくは

建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律第１５条第

１項に規定する登録建築物エ

ネルギー消費性能判定機関の

技術的審査を受けている場合

又は住宅の品質確保の促進等

に関する法律第６条第１項に

規定する設計住宅性能評価書

の交付を受けている場合 次

に掲げる建築物の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ａ～ｄ 省略

� 省略

イ 建築物エネルギー消費性能向

上計画に建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律第２９

条第３項の他の建築物に関する

事項を記載する場合 当該建築

物エネルギー消費性能向上計画

に係る一の建築物につきアに掲

げる場合の区分に応じ、それぞ

れアに定める金額

� 省略

１０１の１３ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律第３６条第

１項の規定

に基づく建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

の変更の認

定の申請に

対する審査

省略 １０１の１３ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律第３１条第

１項の規定

に基づく建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

の変更の認

定の申請に

対する審査

省略

１０１の１４ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律第４１条第

１項の規定

に基づく建

築物のエネ

ルギー消費

性能に係る

認定の申請

に対する審

査

建築物

エネル

ギー消

費性能

認定申

請手数

料

次に掲げる場合の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

� 建築物のエネルギー消費性能の

向上に関する法律第２条第１項第

３号に規定する建築物エネルギー

消費性能基準の適合性に関し、住

宅の品質確保の促進等に関する法

律第５条第１項に規定する登録住

宅性能評価機関若しくは建築物の

エネルギー消費性能の向上に関す

る法律第１５条第１項に規定する登

録建築物エネルギー消費性能判定

機関の技術的審査を受けている場

合又は同法第１２条第１項若しくは

１０１の１４ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律第３６条第

１項の規定

に基づく建

築物のエネ

ルギー消費

性能に係る

認定の申請

に対する審

査

建築物

エネル

ギー消

費性能

認定申

請手数

料

次に掲げる場合の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

� 建築物のエネルギー消費性能の

向上に関する法律第２条第３号

に規定する建築物エネルギー

消費性能基準の適合性に関し、住

宅の品質確保の促進等に関する法

律第５条第１項に規定する登録住

宅性能評価機関若しくは建築物の

エネルギー消費性能の向上に関す

る法律第１５条第１項に規定する登

録建築物エネルギー消費性能判定

機関の技術的審査を受けている場

合又は同法第１２条第１項若しくは
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附 則

この条例は、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改正する法律（令和元年法律第４号）の施行の日から施行する。

ただし、第２条の規定は、同法附則第１条第２号の政令で定める日から施行する。

�愛媛県条例第１４号
愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のよう公布する。

令和元年１０月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県事務処理の特例に関する条例（平成１２年愛媛県条例第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第１３条第２項の規定に基づく建築

物エネルギー消費性能適合性判

定、同法第３５条第１項の規定に基

づく建築物エネルギー消費性能向

上計画の認定若しくは都市の低炭

素化の促進に関する法律第５４条第

１項の規定に基づく低炭素建築物

新築等計画の認定を受けている場

合（これらの建築物エネルギー消

費性能適合性判定又は認定に係る

建築物について建築基準法第７条

第５項、第７条の２第５項又は第

１８条第１８項の規定により検査済証

の 交 付 を 受 け て い る 場 合 に 限

る。）若しくは住宅の品質確保の

促進等に関する法律第６条第３項

に規定する建設住宅性能評価書の

交付を受けている場合 次に掲げ

る建築物の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア～エ 省略

� 省略

第１３条第２項の規定に基づく建築

物エネルギー消費性能適合性判

定、同法第３０条第１項の規定に基

づく建築物エネルギー消費性能向

上計画の認定若しくは都市の低炭

素化の促進に関する法律第５４条第

１項の規定に基づく低炭素建築物

新築等計画の認定を受けている場

合（これらの建築物エネルギー消

費性能適合性判定又は認定に係る

建築物について建築基準法第７条

第５項、第７条の２第５項又は第

１８条第１８項の規定により検査済証

の 交 付 を 受 け て い る 場 合 に 限

る。）若しくは住宅の品質確保の

促進等に関する法律第６条第３項

に規定する建設住宅性能評価書の

交付を受けている場合 次に掲げ

る建築物の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア～エ 省略

� 省略

１０１の１５・１０２

省略

１０１の１５・１０２

省略

備考 省略 備考 省略

６ 省略 ６ 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事 務 市 町 事 務 市 町

１～１９ 省略 １～１９ 省略

２０ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以

下この項において「法」という。）及び法

の施行のための規則に基づく事務のうち、

次に掲げるもの

�～� 省略

�の２ 法第８６条の８第１項及び第３項の

規定に基づく既存の一の建築物の増築等

を含む工事の全体計画及び全体計画の変

各市町（法第

４条第１項若

しくは第２項

又は第９７条の

２第１項の建

築主事を置く

市を除く。）

２０ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以

下この項において「法」という。）及び法

の施行のための規則に基づく事務のうち、

次に掲げるもの

�～� 省略

�の２ 法第８６条の８第１項及び第３項の

規定に基づく既存の一の建築物の

工事の全体計画及び全体計画の変

各市町（法第

４条第１項若

しくは第２項

又は第９７条の

２第１項の建

築主事を置く

市を除く。）
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附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第１５号
愛媛県県立学校設置条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和元年１０月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県立学校設置条例の一部を改正する条例

愛媛県県立学校設置条例（昭和３９年愛媛県条例第１２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

更の認定の申請の受付並びに当該申請に

係る申請書の知事への送付に関する事務

�の３ 法第８７条の２第１項及び同条第２

項において準用する法第８６条の８第３項

の規定に基づく既存の一の建築物の用途

の変更に伴う工事の全体計画及び全体計

画の変更の認定の申請の受付並びに当該

申請に係る申請書の知事への送付に関す

る事務

�～� 省略

更の認定の申請の受付並びに当該申請に

係る申請書の知事への送付に関する事務

�～� 省略

２０の２ 建築基準法（以下この項において

「法」という。）及び法の施行のための規

則に基づく事務のうち、前項第１号から第

３号まで及び第４号の２から第１３号までに

掲げるもの（同項第７号、第８号及び第９

号から第９号の３までに掲げる事務にあっ

ては建築基準法施行令（昭和２５年政令第

３３８号）第１４８条第１項各号に掲げる建築物

又は工作物に係るものを、前項第１１号及び

第１３号に掲げる事務にあっては同条第２項

第１号及び第２号に掲げる規定に係る事務

でこれらの建築物又は工作物に係るものを

除く。）

法第９７条の２

第１項の建築

主事を置く市

２０の２ 建築基準法（以下この項において

「法」という。）及び法の施行のための規

則に基づく事務のうち、前項第１号から第

３号まで及び第４号の２から第１３号までに

掲げるもの（同項第７号から第９号の２

までに掲げる事務にあっ

ては建築基準法施行令（昭和２５年政令第

３３８号）第１４８条第１項各号に掲げる建築物

又は工作物に係るものを、前項第１１号及び

第１３号に掲げる事務にあっては同条第２項

第１号及び第２号に掲げる規定に係る事務

でこれらの建築物又は工作物に係るものを

除く。）

法第９７条の２

第１項の建築

主事を置く市

２１～６２ 省略 ２１～６２ 省略

改 正 後 改 正 前

別表１（第２条、附則第２項関係） 別表１（第２条、附則第２項関係）

学 校 名 位 置 学 校 名 位 置

省略

省略

省略

省略

小田高等学校

省略

三瓶高等学校

省略

喜多郡内子町

西予市
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�愛媛県条例第１６号
愛媛県警察関係事務手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和元年１０月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県警察関係事務手数料条例の一部を改正する条例

愛媛県警察関係事務手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条、第３条、第６条、第７条関係） 別表（第２条、第３条、第６条、第７条関係）

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～２８ 省略 １～２８ 省略

２９ 道路交通法

第８９条第１項

の規定に基づ

く運転免許試

験の実施

運転免

許試験

手数料

� 大型自動車免許、中型自動車免

許又は準中型自動車免許に係る

試験 次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

ア 省略

イ 同項第３号又は 第５号 に 該

当して同項の規定の適用を受

ける場合 １，９００円（道路交通

法施行令（昭和３５年政令第２７０

号）第３３条の６の２第６号に

掲げるやむを得ない理由のた

め免許証の更新を受けること

ができなかった者に対する試

験にあっては、８００円）

ウ 省略

� 普通自動車免許に係る試験 次

に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

ア 省略

イ 同項第３号又は 第５号 に 該

当して同項の規定の適用を受

ける場合 １，９００円（同令第３３

条 の６の２第６号 に 掲 げ る や

むを得ない理由のため免許証

の更新を受けることができな

かった者に対する試験にあっ

ては、８００円）

ウ 省略

� 特定第一種運転免許（大型特殊

自動車免許、大型自動二輪車免
けん

許、普通自動二輪車免許又は牽引

免許をいう。以下同じ。）又は大

型特殊自動車第二種免許若しくは
けん

牽引第二種免許に係る試験 次に

掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

ア 省略

イ 同項第３号又は 第５号 に 該

当して同項の規定の適用を受

ける場合 １，９００円（同令第３３

２９ 道路交通法

第８９条第１項

の規定に基づ

く運転免許試

験の実施

運転免

許試験

手数料

� 大型自動車免許、中型自動車免

許又は準中型自動車免許に係る

試験 次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

ア 省略

イ 同項第３号又は 第５号 に 該

当して同項の規定の適用を受

け る 場 合 １，９００円

ウ 省略

� 普通自動車免許に係る試験 次

に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

ア 省略

イ 同項第３号又は 第５号 に 該

当して同項の規定の適用を受

け る 場 合 １，９００円

ウ 省略

� 特定第一種運転免許（大型特殊

自動車免許、大型自動二輪車免
けん

許、普通自動二輪車免許又は牽引

免許をいう。以下同じ。）又は大

型特殊自動車第二種免許若しくは
けん

牽引第二種免許に係る試験 次に

掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

ア 省略

イ 同項第３号又は 第５号 に 該

当して同項の規定の適用を受

ける場合 １，９００円
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条 の６の２第６号 に 掲 げ る や

むを得ない理由のため免許証

の更新を受けることができな

かった者に対する試験にあっ

ては、８００円）

ウ 省略

� 小型特殊自動車免許又は原動機

付自転車免許に係る試験 次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア 同法第９７条の２第１項の規定

の適用を受ける場合 １，９００円

（同令第３３条の６の２第６号に

掲げるやむを得ない理由のため

免許証の更新を受けることがで

きなかった者に対する試験にあ

っては、８００円）

イ 省略

� 大型自動車第二種免許、中型自

動車第二種免許又は普通自動車第

二種免許に係る試験 次に掲げる

場合の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

ア 省略

イ 同項第３号又は 第５号 に 該

当して同項の規定の適用を受

ける場合 １，９００円（同令第３３

条 の６の２第６号 に 掲 げ る や

むを得ない理由のため免許証

の更新を受けることができな

かった者に対する試験にあっ

ては、８００円）

ウ 省略

� 省略

ウ 省略

� 小型特殊自動車免許又は原動機

付自転車免許に係る試験 次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア 同法第９７条の２第１項の規定

の適用を受ける場合 １，９００円

イ 省略

� 大型自動車第二種免許、中型自

動車第二種免許又は普通自動車第

二種免許に係る試験 次に掲げる

場合の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

ア 省略

イ 同項第３号又は 第５号 に 該

当して同項の規定の適用を受

け る 場 合 １，９００円

ウ 省略

� 省略

２９の２・３０ 省

略

２９の２・３０ 省

略

３１ 道路交通法

第９２条第１項

の規定に基づ

く免許証の交

付

免許証

交付手

数料

� 第一種運転免許又は第二種運転

免許に係る免許証 次に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ次に定

める金額

ア 道路交通法施行令第３３条の

６の２第６号に掲げるやむを得

ない理由のため免許証の更新を

受けることができなかった者で

あって、道路交通法第９７条の２

第１項第３号に該当して同項の

３１ 道路交通法

第９２条第１項

の規定に基づ

く免許証の交

付

免許証

交付手

数料

� 第一種運転免許又は第二種運転

免許に係る免許証 ２，０５０円（道

路交通法第９２条第１項後段の規定

により、一の種類の免許に係る免

許証に他の種類の免許に係る事項

を記載してその種類の免許に係る

免許証の交付に代える場合にあっ

ては、２，０５０円に、当該他の種類

の免許に係る事項を記載するごと

に２００円を加えた額）
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規定の適用を受ける場合 １，７０

０円（同法第９２条第１項後段の

規定により、一の種類の免許

に係る免許証に他の種類の免

許に係る事項を記載してその

種類の免許に係る免許証の交

付に代える場合にあっては、

１，７００円に、当該他の種類の免

許に係る事項を記載するごと

に２００円を加えた額）

イ その他の場合 ２，０５０円（同

項後段の規定により、一の種類

の免許に係る免許証に他の種類

の免許に係る事項を記載してそ

の種類の免許に係る免許証の交

付に代える場合にあっては、

２，０５０円に、当該他の種類の免

許に係る事項を記載するごとに

２００円を加えた額）

� 省略 � 省略

３２ 道路交通法

第９４条第２項

の規定に基づ

く免許証の再

交付

免許証

再交付

手数料

� 第一種運転免許又は第二種運転

免許に係る免許証 ２，２５０円

� 省略

３２ 道路交通法

第９４条第２項

の規定に基づ

く免許証の再

交付

免許証

再交付

手数料

� 第一種運転免許又は第二種運転

免許に係る免許証 ３，５００円

� 省略

３２の２～３８の２

省略

３２の２～３８の２

省略

３８の３ 道路交

通法第１０４条

の ４ 第 ６ 項

（同法第１０５

条第２項にお

いて準用する

場 合 を 含

む。）の規定

に基づく運転

経歴証明書の

交付

省略 ３８の３ 道路交

通法第１０４条

の ４ 第 ６ 項

の規定

に基づく運転

経歴証明書の

交付

省略

３８の４ 道路交

通法第１０４条

の ４ 第 ６ 項

（同法第１０５

条第２項にお

いて準用する

場 合 を 含

む。）の規定

に基づく運転

経歴証明書の

再交付

省略 ３８の４ 道路交

通法第１０４条

の４第６項

の規定

に基づく運転

経歴証明書の

再交付

省略

３９ 省略 ３９ 省略
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附 則

この条例は、道路交通法の一部を改正する法律（令和元年法律第２０号）附則第１条第２号の政令で定める日から施行する。

４０ 道路交通法

第１０８条の２

第１項各号に

掲げる講習の

実施

講習手

数料

�～� 省略

� 同項第１１号に掲げる講習 次に

掲げる講習の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

ア・イ 省略

ウ 同表の備考一の４に規定す

る違反運転者等に対する講習

１，３５０円（道路交通法施行令

第４３

条第１項の表講習手数料の部

法第１０８条の２第１項第１１号に

掲げる講習の項の第３欄及び

第４欄の国家公安委員会規則

で定める同 令 第３３条 の７第２

項の基準に該当しない者に対

する講習にあっては、８００円）

�～� 省略

４０ 道路交通法

第１０８条の２

第１項各号に

掲げる講習の

実施

講習手

数料

�～� 省略

� 同項第１１号に掲げる講習 次に

掲げる講習の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

ア・イ 省略

ウ 同表の備考一の４に規定す

る違反運転者等に対する講習

１，３５０円（道路交通法施行令

（昭和３５年政令第２７０号）第４３

条第１項の表講習手数料の部

法第１０８条の２第１項第１１号に

掲げる講習の項の第３欄及び

第４欄の国家公安委員会規則

で定める同 令 第３３条 の７第２

項の基準に該当しない者に対

する講習にあっては、８００円）

�～� 省略

４１～６４ 省略 ４１～６４ 省略

備考 省略 備考 省略

令和元年１０月１５日 発行
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